
世界中からGXに関する資金・人材・情報が集積する
アジア・世界の「金融センター」を目指した

GX金融・資産運用特区について

令和６年（2024年）３月26日

北海道・札幌市
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①「金融・資産運用特区」に係る札幌市・北海道提案





札幌市域での金融機能の強化・集積

〇国は、カーボンニュートラル実現と産業競争力強化・経済成長を共に達成していくため、今後
10年間で150兆円超ともいわれるGXの官民投資を実行するとしています。

〇北海道には、国内随一の再生可能エネルギーのポテンシャルがあり、洋上風力、
水素、蓄電池、海底直流送電網といったインフラ投資を今後加速的に進めていく必要が

あります。また、データセンターや半導体産業の集積を背景に、多様性のある広大な大地を有効に
活用した、ＡＩに関する実証・実装の先進地となるポテシャルを有しています。

〇札幌は、都市と自然が調和した世界でも類を見ない魅力的な街です。充実した都市基盤や大学など
の研究機関の集積など優れたビジネス環境を有し、夏は爽やかで過ごしやすく、食料自給率223％
（都道府県１位）を誇る大自然が育んだ安全で美味しい「食」、世界有数のパウダースノーなどが
暮らしを彩ります。

北海道・札幌が有するポテンシャルの高さ

〇この、国内随一のＧＸポテンシャルと世界を魅了する札幌の街の魅力を活かし、「GX金融・
資産運用特区」を活用しながらGX産業のサプライ チェーン構築・雇用創出
を図るとともに、新技術やイノベーションを生み出すスタートアップの創出・育成を進め、世界中

から、資産運用会社等の金融機能を北海道・札幌に呼び込みます。

○こうした取組を通じて、北海道・札幌は、日本の再生可能エネルギー供給基地、世界中

からＧＸに関する資金・人材・情報が集積するアジア・世界の金融センターを実現します。

「GX金融・資産運用特区」を通じて、めざす姿

北海道・札幌市が目指す姿（構想の概要）

全道域のＧＸ産業の振興

海外・国内

目指す姿
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資金・人材
・情報の集積

日本の再生可能エネルギーの供給基地
アジア・世界の金融センターの実現

高度人材確保

資金調達・金融支援
GX事業の推進・加速化に向けてGX事業者が資金
調達しやすい環境整備

情報プラットフォーム
・認証制度

スタートアップを育成・誘致しながら、ＡＩに関
する実証・実装促進AI・ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ

日本全国のポテンシャルの3分の１誇る洋上風力発
電を活用した産業集積・雇用創出の促進風力・再エネ

水素
道内の再エネポテンシャルを活用した需給一体型
の水素サプライチェーンの構築に向けた実装促進

GX事業の推進・加速化に向けて高度外国人材を国
内に受け入れやすい環境整備

英語のみで行政手続きが完結できるよう法令改正
等を行い、外国人がビジネスしやすい環境整備

めざす姿の実現に向けた取組（規制の特例措置等）

英語行政手続き

事業者と投資家、地域を結び付け、資金と情報を
集積し、投資市場とGX産業の継続的な成長を実現

金融
関係ＧＸ

関係
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資料１
今回の特区提案のポイント
（重点分野「GX関係」）
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再生可能エネルギー
の供給基地

目指す姿

国内外から札幌に
呼び込んだ資金等をもとに、
北海道のＧＸ産業を活性化

取組み

道内各地での地産地消や道央エリアの需要をテコにした需給
一体型のサプライチェーン構築により、国際水素の拠点化を
目指します
【国への提案】
・圧縮水素の貯蔵量上限の緩和（個票⑦）
・インフラを活用した系統増強や水素パイプライン敷設の推進
（個票⑧）

・水素ステーションにおける保安検査の簡略化（個票⑨）

今後、約1,000基の風車建設と、北海道の年間電力需要量の約1.5倍の電力供
給が見込まれる「洋上風力発電」の拡大により、地元経済の活性化やグリー
ン電力の利活用を図ります。
【国への提案】
・洋上風力発電の設置・保守に係る外国船籍の船舶の活用（個票①）
・外国人船員等が乗船する船舶の海外港への寄港要件の緩和（個票②）
・排他的経済水域を活用した洋上風力発電の拡大（個票③）
・洋上風力のセントラル方式の的確な執行（個票④）
・海底直流送電の早期運転開始に向けた金融支援（個票⑤）
・再エネ導入に係る環境アセスにおける国・地域セントラル方式の拡大（個票⑥）

風力・再エネ 水素

広大な大地や厳しい自然環境のもと、スタートアップを
育成・誘致しながら、ＡＩ実装の先進地としての取組を
進めます
【国への提案】
・AIを活用した自動運転の実装に向けた社会的ルール
の整備等（個票⑩）

・デジタル行財政改革会議 AI北海道会議の設置（個票⑪）

専門的・技術的に高度な知識等を有する外国人材の就労確保
を図り、道内のＧＸ関連産業の育成に寄与します
【国への提案】
・高度人材ポイント制に係る特別加算項目の条件緩和（個票⑫）

ＡＩ・スタートアップ

高度人材確保

「ＧＸ関連産業の集積」の概要
北海道のＧＸポテンシャルと札幌の街の魅力を背景に、世界の資産運用会社等を呼び込み
北海道・札幌を日本の再生可能エネルギー供給基地、アジア・世界の「金融センター」へ

4



55



※北方領土：縮尺縮小

森林破壊モニタリ
ング

北海道におけるAI・スタートアップの事業展望（イメージ図）

地域のＡＩ

人・暮らしのＡＩ

（網走市）
・医療機器などを搭載した車両で患者を訪
問、オンラインで医師が診療する移動型医
療サービスMaaS

ドローンレベル3.5飛行 医療MaaS

（上士幌町、新十津川町など）
・立入管理措置を撤廃した目視外飛行によ
るドローン配送、空送と陸送の最適化を図る。

自動運転

（上士幌町、岩見沢市など）
・遠隔監視などの条件下で運転
者が乗車しなくても走ることができ
る「レベル４」での運行

ＡＩデマンド交通

（江差町、函館市など）
・AIによる最適な配車と運行ルー
トで生活交通を充実化

（札幌市など）
・入所者の状況を自動で記録
し、ＡＩで健康予測を行い、
入所者のリスクを把握

出典：上士幌町役場HP

出典：https://esashi-maas.com/
https://wwwtb.mlit.go.jp/hokkaido/conte
nt/000290151.pdf

出典：
https://c
are-
viewer.co
m/

出典：https://www.monet-technologies.com/news/press/20231109_01
 
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/pdf/dejidenkoufukin_saitaku.pdf

出典：https://www.drone.jp/news/2023120816581677653.htm
l※Google EarthをもとにNEXT DELIVERY作成

ＡＩ介護記録

除雪出動判断システム

（留萌市など）
・天気予報や降雪状況をAIで分
析した除雪の出動判断システム

（道内）
・特殊詐欺への対策として、通話
内容をAIが解析し、注意喚起する
特殊詐欺対策サービス

出典： https://business.ntt-
east.co.jp/content/regional_revitalization/la
bo/

ＡＩによる特殊詐欺対策

デジタルツイン防災訓練

（沿岸地域など）
・デジタルツインによる災害再現、
シナリオを生成し、行動判断ログ
をAIで分析

（釧路市）
・多言語に対応した「バーチャル観
光案内所」に、ノーコード対話AI
プラットフォームを連携

出典：https://plateauview.mlit.go.jp/

バーチャル観光案内所

出典：
https://ais
miley.co.j
p/ai_news
/kuzen-
kushiro-
tourism-
chatbot/

産業のＡＩ

陸上養殖AI分析・給餌

（美深町など）
・陸上養殖のAIによる行動分析、
最適な給餌

乳牛の行動・生産ＡＩ管理

（更別村、厚沢部町）
・ドローンによる病株や雑草のAI判定

（三笠市）
・環境データ、成育記録、作業履
歴を収集し、AIで分析・解析した
答えを、適期に通知

出典：
https://www.awi.co.jp/ja/bu
siness/news/news-
4936322864658902894.htm
l

農業環境データ活用

農産物（馬鈴薯）生産

出典：岩見沢市HP

ロボット農機

（道央、道東地域）
・マルチAIロボットによる革新的ス
マート農業

（酪農地域など）
・乳牛の行動予測やゲノムをＡＩで
分析し、最適な生産管理と牛群能
力を底上げ

実証フィールドとして活用するAI・スタートアップ企業の

さらなる創出・発展拡大を図る。

出典：https://farmnote.jp/

ホタテ貝の表裏・亀裂判定
画像分析による貝殻の異常検出、表裏判別

陸上養殖AI分析・給餌
ＡＩによる行動分析、最適な給餌

ＡＩ・介護記録
介護記録の自動化、ＡＩ
による健康予測

高齢者健康データAI分析
心拍数や歩数などのAI分析による生
活スコア算定

ドローンレベル3.5飛行
目視外飛行によるドローン配送

自動運転
遠隔監視でのレベル４運行

医療MaaS
移動型のオンライン診療サービス

デジタルツイン防災訓練
災害再現、行動判断ログをＡＩ分析

水力発電最適化
AIを活用した水力発電の運用管理

空飛ぶ車
空港等からの２次交通、
ラストワンマイル対応

ＬＲＴ/ＡＩデマンド
新交通システムとデマンド交通の協調

渋滞予想ＡＩ
積雪寒冷地の渋滞予測

  ＡＩモデルの開発

除雪出動判断システム
天気予報や降雪状況を分析し除
雪出動を判断

乳牛のメタン排出削減
ゲノム分析による育種改良で呼気メ
タンを削減

乳牛の行動・生産ＡＩ管理
行動予測やゲノム分析による生産管理

不法投棄発見ＡＩ
衛星データを分析し不法投棄を早期発見

ドローン画像ＡＩ分析昆布漁場把握
空撮画像を解析し昆布漁場の把握と成育状況の確認

トラック・バス隊列走行
積雪寒冷地における公道でのトラックやバス
の隊列走行

豚舎内の環境解析
温度や湿度等の小型センサー開発

ＡＩによる特殊詐欺対策
通話内容を解析し詐欺の注意喚起

バーチャル観光案内所
多言語対応型のＡＩチャットボット

遊休地キャンプ場開発
遊休地等とキャンパーのマッチング

路面性状判断ＡＩ
路面性状と補修状況を判断する
ＡＩモデルの開発

ＡＩデマンド交通
ＡＩによる最適な配車と運行ルート設定

農業環境データ活用
環境データ、生育記録、作業履
歴を分析、助言

ロボット農機
マルチＡＩロボットの導入

馬鈴薯生産
病株や雑草のＡＩ判定

森林資源量モニタリング
衛星データからＣＯ２吸収量等をモニタリング

ドローンによる感染症対策・配送
北海道大学と共同でドローン飛行試験

土壌の画像AI診断
土壌分析による肥料の最適
化と可変施肥

スタートアップ（札幌市・渋谷区連携協定）

（SORA Technology (株) [渋谷区S-Startups認定企業] ）
• ドローン等を駆使した感染症対策やラストワンマイル配送など
• 北海道大学と共同でドローン飛行試験を実施

ドローンによる感染症対策・配送

（(株) AmaterZ [渋谷区]）
• 温度や湿度等を感知する小型センサー開発
• 士別市で実証実験

豚舎内の環境解析

（(株) Archeda [渋谷区]）
• 衛星データから森林のCO2吸収量や森林破壊をモニタリング
• 釧路市で実証実験

森林資源量モニタリング

（Forent(株) [渋谷区]）
• 遊休地や遊休不動産とキャンパーのマッチングサービス
• 南幌町で実証実験を2024年夏予定

遊休地キャンプ場開発
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貝毒の発生予測
衛星データから貝毒発生を予測

6

https://www.drone.jp/news/2023120816581677653.htm


今回の特区提案における「洋上風力発電」と「水素」

今回の特区提案のうち、重点分野「ＧＸ関係」で、特にポイントとなる項目が「洋上風力発電」と「水素」に関する提案。

今回の特区提案

●洋上風力発電の設置・保守に係る
外国船籍の船舶の活用

●外国人船員等が乗船する船舶の海
外港への寄港要件の緩和 ほか

●圧縮水素の貯蔵量上限の緩和
ほか

●外国船籍、外国人船員の円滑な
導入に伴い、事業計画が立案しやすく
事業参入を促進。 また、洋上風力
関連産業の発展、地域活性化が期
待

●圧縮水素の貯蔵量上限の緩和に
より、商業施設等での水素燃料電池
設置が拡大。

洋上風力発電 関係

水素 関係

その狙い

洋上風力発電 関係

水素 関係

H２H２Ｏ

水 洋上風力の電気 水素

7
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再エネ拡大の切り札「洋上風力発電」

洋上風力の案件形成目標は国内45GWで、そのうち道内は15GW。この規模は、約1,000基の風車に相当し、地元経済への

波及効果が大きい。また、北海道の年間電力需要量の約1.5倍に相当し、今後はグリーン電力の利活用が重要。

出所）官民協議会「洋上風力産業ビジョン（第1次）概要」

出所）電力広域的運営推進機関「電力需給及び電力系統に
関する概況」

地域 年間需要電力量
（百万kWh（GWh））

計 870,049

北海道 30,078

東京 279,645

洋上風力の案件形成目標

国内の目標

導入目標
15GWは

風車約

1,000基
に相当(※)

導入目標
15GWは、

年間発電量
45,990GWh相当

北海道の
年間需要電力量
(30,078GWh)の

約1.5倍
相当

最大15GW（1,465万kW）

年間需要電力量（2022年度）

<効果１>

地元経済へ
の波及

<効果２>

ｸﾞﾘｰﾝ電力
の利活用

年間発電量で換算すると、、、
15GW×365日×24h×設備利用率35%

＝45,990GWh

※）1,465万kW÷1.5万kW/基＝976基。石狩湾新港洋上風力発電所の0.8万kW/基よりも大きい、1.5万kW/基で計算

（参考）日本で最初の大型商用洋上風力発電
（秋田港・能代港）

出所）秋田洋上風力発
 電㈱資料

参考）2023年１月に全
面運転開始。３３基
（１基4,200kW、計14
万kW）。発電機は、ベス
タス（デンマーク）。総事
業費約1,000億円。
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建設 運用・維持管理
資機材
生産

事業者
選定

工事
計画

促進区域
指定

撤去

3～5年 1～2年 1～2年 1～2年 2～3年 20数年
1～2年

出所）国土交通局「洋上風力発電を通じた地域振興ガイドブック」から一部修正

事業の長さ

構成する施設構成する部品数

出所）NEDO「NEDO再生可能エネルギー技術白書 第２版」

大きな地元経済への
波及効果

✓構成する部品や施設が多数
✓調査・開発から、製造、建設、
 保守・運営といった幅広い
 事業活動
✓事業は約30年の長期

◼ 発電機は、海外から輸入する
が、「調査、設計」、「組立、設
置」、「運用、維持管理」など

のフェーズでは、地元企業の
参入可能性がある。

約30年の長期

洋上風力発電は、構成する部品数や施設が多数に及び、事業は約30年の長期にわたる。このため、関連サプライチェーンの構築な

ど、地元経済への波及効果は大きい。

＜効果1＞地元経済への波及効果①

出所）NEDO「NEDO再生可能エネルギー技術白書 第２版」
参考）風力発電機のほかに、運転監視施設、陸上変電所、送電ケーブル、港湾施設（作業船の出

航、関連設備の保管等）、洋上変電所などが必要

出所）官民協議会「洋上風力産業ビジョン（第1次）概要」

サプライ
チェーン
の全体
像（着
床式の
例）

9
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出所）北海道「成長するGX 洋上風力発電関連産業セミナー」 資料２（洋上風力政策について（資源エネルギー庁資料））

385.5万k【3.9GW】

（257基）

北海道の目標15GWのうち
3.9GWが、５区域で確認

道内の５つの有望区域（再エネ海域利用法）

＜効果1＞地元経済への波及効果②

洋上風力発電の建設に必要なSEP船

出所）SEP船の画像は、国土交通省「洋上風力発電の導入促進に向けた港湾のあり方に関する検討会（第１回）」

今後の建
設需要へ
の対応が
課題

今回の
特区提案

外国船籍の
船舶の活用

【今後導入される15MW級に対応
できる日本船籍のSEP船】
✓ 清水建設「BLUE WIND」
✓ 五洋建設等 「CP16001」
✓ 戸田建設等「JWFC SUNRISE」
✓ 日本郵船（2026年竣工に向け

造船中）

国内のSEP船は限定

今後1,000基相当の風車が必要となるが、道内の５つの有望区域では、1/4にあたる250基相当のポテンシャルがある。今後は、その建

設に携わるSEP船の確保が課題。さらに、ポテンシャルが大きいEEZへの設置が可能になると、洋上風力発電が大幅に拡大す
る可能性。

2022年7月から9月にかけて、
SEP船により、33基のタワー・ナセ
ル・ブレードの据付を実施
※設置に適した日本海側は、気
象・海象・漁期の関係で、洋上工
事が可能な時期が夏季中心に限
定される。

秋田港・能代港の場合
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◼ 水素は、発電や熱エネルギーとして活用でき、その際にCO2排
出がない。また、電気分解により、水から取り出せるほか、化石
燃料（石油、天然ガス）などからつくることが可能。製鉄所・化
学工場から副次的に発生。

グリーン
水素

再エネ電気を使って、水を電気分解する
ことで製造

＜効果2＞グリーン電力の利活用（水素）①

水素

◼ CO2と水素から合成されるSAF
（将来的には、苫小牧地域での
CCUSなどでの生産を期待）

SAF

（グリーン電力の有効活用）

グリーン電力の活用

次世代半導体

データセンター

電気運搬船蓄電池

海底直流送電

ソフトバンク（苫小牧市）

ラピダス社（千歳市）

（持続可能な航空燃料）

水素運搬船

11

洋上風力発電によるｸﾞﾘｰﾝ電力は、次世代半導体製造拠点（ラピダス社）やデータセンターで活用が見込まれるほか、グリーン水素に
変換。さらに、蓄電池により需給調整を図るほか、海底直流送電等による道外移出などにより有効活用

11



道内各地での地産地消や道央エリアの需要をテコとした需給一体型のサプライチェーン構築により、本道は「国産水素の拠点化」
を目指す

＜効果2＞グリーン電力の利活用（水素）②

12
12



札幌市では、水素サプライチェーンの構築を目指し、さまざまな用途での水素利用など、市内における需要創出に向けた取組を展開

＜効果2＞グリーン電力の利活用（水素）③

初期普及／実証段階
｜2024-2026年度

中期普及
／社会実装初期段階
｜2027-2030年度

FCアシスト

３輪車／２輪車
次世代型水素燃焼

システムの開発

FCトラック実証

新たな公共交通

システム実証

大型集客施設への

燃料電池の導入

特殊車両のFC化

・北海道新幹線札幌駅の燃料電池の導入検討

・北5西1・西2地区の燃料電池の導入検討

水素暖房機

市内の工業団地における

水素活用

データセンター等の

AI系企業に対する

グリーン水素の供給本格普及／社会実装段階
｜2030年度～

火力発電の水素混焼や、

メタネーションによるe-メタンの活用など

13

地域熱供給における

水素ボイラーの導入

北海道新幹線延伸を見据えた

新たな公共交通システムでの水素活用

13



札幌市において、市内における需要創出に向けた取組を展開するうえで、障壁となる３項目について、規制緩和を提案。

＜効果2＞グリーン電力の利活用（水素）④

今回の特区提案

インフラを
活用した

水素ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ
施設の推進

圧縮水素の
貯蔵上限量の

緩和

水素STの保安
検査の簡略化

障 壁ファシリティ

地域熱供給

公共施設や民間施設、札幌駅前開発など

における水素利活用

地域熱供給における水素ボイラーや

パイプライン導入

トラックや特殊車両のFC化

水素ステーション等

供給拠点の拡充

水素貯蔵量の上限
圧縮水素は用途地域ごとに貯蔵量
上限があり、大規模施設では上限
規制が導入の阻害要因となる

パイプライン敷設に係る法令課題
高圧ガス保安法等の適用領域が
複雑となっているほか、保安規制
には多くの法律が入り組んでいる

水素ステーション保安検査の負担
高圧ガス保安法による保安検査等
にかかる検査義務、検査費用の事
業者負担

北海道新幹線延伸を見据えた

新たな公共交通システム

（次世代型路面電車：LRT）

における水素活用

モビリティ

14
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資料２
今回の特区提案のポイント
（重点分野「金融関係」）

15
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【投資家】英語対応等による投資環境の整備

金融機能の強化集積の概要
北海道のＧＸポテンシャルと札幌の街の魅力を背景に、世界の資産運用会社等を呼び込み
北海道・札幌を日本の再生可能エネルギー供給基地、アジア・世界の「金融センター」へ

【資金】調達環境の整備・経営支援

【情報】情報発信の強化と認証制度による投資市場としての魅力向上

多様な資金調達スキームを実現し、GX産業への資金を呼び込みます

【国への提案】
・ＧＸ推進機構の一部機能の札幌移転（個票⑬）
・補助金適正化法の適用除外（個票⑮）
・ＧＸ事業に係る保証付き融資制度の整備（個票⑯）
・ＧＸ事業の価値を担保化するGreen Mortgage制度の創設（個票⑰）
・銀行高度化等会社におけるＧＸ産業関連の規制緩和（個票⑱）

手続きの英語対応で、世界中から投資家や企業を呼び込みます
【国への提案】
・ＧＸスタートアップ投資家向け在留資格の創設（個票⑭）
・英語での行政手続（個票⑲～㉑）
（在留資格、定款認証、商業登記、健康保険、厚生年金保険、雇用保険、労働保険）
・拠点サポートオフィスの札幌開設（個票㉒）
【主な地元の主体的な取組】
・英語での行政手続（住民登録・住民票、印鑑登録・印鑑証明）
・英語ワンストップ相談窓口の開設
・インターナショナルスクール等の誘致検討
・海外資産運用会社等の誘致強化

エネルギーの供給基地
・

アジア・世界の「金融センター」

目指す姿

ＧＸに関心を持つ投資家が必要とする情報を集約するプラットフォームと地域による個々の事業を認証する制度の構築、国際会議等での情報発信な
どにより、道内ＧＸ投資市場の信頼性と魅力を向上させます
【主な地元の主体的な取組】
・GX情報プラットフォームとGX事業認証制度の構築
・環境金融関連の国際会議・イベント等による情報発信強化

札幌を拠点に国内外から
資金・投資家・情報

を呼び込み、
北海道のＧＸ産業を活性化

取組み

16
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・評価の枠組み・主体についても、地

域の自治体・市場関係者等が連携

◼ 地域関係者が連携した枠組みの下で、国際的なグリーン投資の目線にも適い、地域と協働してGXを進める企業に
よる事業等に対して「認証」を付与。

◼ 国際的なグリーン投資の認証基準に基本的に基づきつつ、地域との協働・波及効果等の地域連携の観点、同企業の
国内における責任ある事業の実施体制等を取り込み、道内の持続可能かつ健全な投資市場を形成。

地域関係者が連携した枠組み整備

Environment
・CO2等の温室効果ガス排出量
・水資源の再利用率
・原材料のリサイクル率
・生物多様性への取組状況

Social
・人的資本の充実に向けた教育等の取組状況
・従業員の健康・働き方等の充実
・製品・サービスへの責任の明確化

Governance
・企業倫理の方針・体制整備
・会計監査等の適切な実施
・経営管理・ガバナンス整備の状況

・国際的なグリーン基準に地域環境へ

の配慮を追加

・地域社会等との連携・協働、事業基

盤など総合的に検討

Environment
・地域資源等への配慮
・サプライチェーンの環境配慮

Social
・地域自治体等の協働方針
・地域コミュニティとの対話
・サプライチェーンと雇用の充
実効果

Governance
・地域で継続的に事業を推進す
る組織基盤

・情報公開への対応

持続可能な生態系
地域における環境産業基盤

民間の活力やソリューションを
活かした地域づくり

事業者の社会規範の尊重・遵守
が期待

国際的なESG基準（例）

※国際的な業界団体・評価機関等の基準から抽出

目指す姿

GX事業認証制度
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・ 顧客企業の技術を活かした取引や事業展
開先の確保など、顧客の事業展開（ビジ
ネスマッチング）の支援に活用

金融機関

・地域事業者や地域コミュニティとの協
働等、投資判断に直結し得る情報を効果
的に収集

機関投資家

・NISA成長投資枠を活用し、国際的な
グリーン基準に基づく認証を取得した
投資商品（投信）を通じ、息の長い地
域GX・事業の成長に参画

個人投資家

・地元自治体等と良好な連携が構築され
た優良企業であることがアピールでき
るほか、モデル的事業として発信

・認証による投資先としての魅力向上

・サプライチェーン構築に資する

・パートナー企業の検討ができる

・知事や首長からの表彰や写真撮影

ＧＸ事業者

・ 地域発創業企業とベンチャー投資家な
どGX企業と投資家のマッチングに活用

大学・支援機関

◼ プラットフォームと認証制度で事業者と投資家、そして地域を結び付け、資金と情報が集まることで投資市場と
GX産業の継続的な成長を実現。

洋上風力

蓄電池
次世代
半導体

電気・水素
運搬船

海底直流
送電網

GX情報プラット
フォーム

水素
製造

ＧＸ事業者

データ
センター SAF

道内のGX事業情報プラットフォーム

・目指すべき地域の姿や再エネ促進区
域を示すことができる

・GX推進自治体というブランド発信や
再エネ企業の誘致に付加価値が生ま
れる

・地元発注につなげるなど関係人口の
増加と経済効果の拡大が狙える。

・事業者のコンプライアンス順守が期
待

・違法就労等の未然防止が期待

自治体

認証を活用した様々な市場環境整備のあり方

18
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資料３
今回の特区提案のポイント

（推進体制）
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2023年6月23日に設立した、２１の産学官金から成るＧＸ・金融コンソーシアム「Team Sapporo-Hokkaido」において、
GX 金融・資産運用特区を活用した取組を推進していく。

「Team Sapporo-Hokkaido」について

（1）設 立 日：令和５年６月23日（金）

（2）設立目的
北海道が持つ国内随一の再生可能エネルギーのポテンシャルを最大限に活用し、ＧＸ産業集積と金融機能の強化
集積を両輪で進め、その相乗効果により、日本の再生可能エネルギー供給基地、そして、世界中からＧＸに関す
る資金・人材・情報が集積する、アジア・世界の「金融センター」を実現する。

（3）共同代表
札幌市副市長 町田隆敏、北海道副知事 土屋俊亮

（4）構成機関
【官公庁】

札幌市、北海道、金融庁、経済産業省、環境省、北海道財務局、北海道経済産業局、北海道地方環境事務所
【金融機関】

北洋銀行、ほくほくﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ、三菱ＵＦＪ銀行、みずほ銀行、三井住友銀行、日本政策投資銀行、
脱炭素化支援機構

【大学、経済界、エネルギー事業者等】
北海道大学、北海道経済連合会、北海道商工会議所連合会、札幌証券取引所、北海道電力、北海道ガス

北海道札幌市 道経連

財務局
経産省 経産局 環境省

金融庁

環境
事務所

北洋銀

政投銀
北海道
大学

札証JICN 北電

道商連

ほくほく
FG

MUFG みずほ SMBC

北ガス

北海道・札幌「GX 金融・資産運用特区」の推進体制
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風力・再エネ
①洋上風力発電の設置・保守に係る外国船籍の船舶の活用

②外国人船員等が乗船する船舶の海外港への寄港要件の緩和

③排他的経済水域を活用した洋上風力発電の拡大

④洋上風力のセントラル方式の的確な執行

⑤海底直流送電の早期運転開始に向けた金融支援

⑥再エネ導入に係る環境アセスにおける国・地域セントラル方式の拡大

資金調達・経営支援

⑬ GX推進機構の一部機能の札幌移転

⑭ GXスタートアップ投資家向け在留資格の創設

⑮補助金適正化法の適用除外

⑯ GX事業に係る保証付き融資制度の整備

⑰ GX事業そのものの価値を担保化するGreen Mortgage制度の創設

⑱銀行高度化等会社におけるGX産業関連の規制緩和

英語行政手続き

⑲英語での行政手続き（在留資格）

⑳英語での行政手続き（定款認証、商業登記）

㉑英語での行政手続き（健康保険、厚生年金保険、雇用保険、労働保険）

㉒拠点サポートオフィスの札幌開設

資料４
規制緩和について

水素
⑦圧縮水素の貯蔵量上限の緩和

⑧インフラを活用した系統増強や水素パイプラインの敷設の推進

⑨水素ステーションにおける保安検査の簡略化

AI・スタートアップ

⑩ AIを活用した自動運転の実装に向けた社会的ルールの整備等

⑪デジタル行財政改革会議 AI北海道会議の設置

高度人材確保
⑫高度人材ポイント制に係る特別加算項目の条件緩和

情報プラットフォーム・認証制度（P15～16参照）

21
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■再エネ海域利用法に基づく「有望な区域」として、石狩市沖、岩宇・南後志地区沖、島牧沖、
檜山沖、松前沖の５区域が指定されている。

出所）資源エネルギー庁「なっとく！再生可能エネルギー」

◼ SEP船（Self-Elevating Platform)は、プラットフォーム（台船）
 と昇降用脚をもち、クレーン、くい打ち等の作業を行う船。SOV（Service 
Operation Vessel)は、洋上風力発電の関係作業員が従事できるよう、
宿泊設備を備えた作業支援船

出所）資源エネルギー庁「再生可能エネルギーに関する次世代技術について」、
一般社団法人 日本作業船協会ウェブサイト

実現される姿現状と課題

①洋上風力発電の設置・保守に係る外国船籍の船舶の活用

必要な規制改革等

北海道全域実施場所・地域

◼ A社は、洋上風力発電の事業計画を進めていたが、日本船籍SEP
船は現状国内に３隻しかなく、本事業の建設に必要な日本船籍の
SEP船等が確保できない状況から事業計画が頓挫しており、他社
も同様の状態が見られている。また、一般海域での事業者選定が進
んだ結果、港湾区域も含め洋上風力発電の案件が輻輳しており、
今後も国内のSEP船の不足が懸念される。

◼ 大手ゼネコンではSEP船の造船を進めているが、道内だけで５つの
有望地域が存在し、１～２年以内には促進地域に移行することか
ら、同時に複数の開発工事が進行していくため、船舶不足による発
電事業の遅れが懸念される。特に、北海道は冬季の工事が難しく、
春～秋にかけて船舶需要の集中が見込まれるため、確保が一層困
難となる。

◼ 現在は外国船籍活用の特許制度があるが、認められる場合は極め
て限定的かつ直前であり、特許を得て外国船籍を回送してくるだけで
数か月かかってしまう。建設の遅れのみならず、メンテナンスの場面で
は数か月発電事業を止めざるを得ず、事業者に不利益が生ずる。

◼ 洋上風力発電の開発が進行することに伴い、SOV船の不足も懸念

【根拠法令等】
船舶法第３条

【規制・制度改革の内容】
◼ 国内における洋上風力発
電の設置・保守に、日本船
籍の船舶のみでの対応が困
難な場合には、海外で施
工・保守等の実績のある船
舶に限り外国船籍の利用
を特例として認めることがで
きるような法令の改正

◼ 国内における洋上風力発電の設置、保守に外国船籍
のSEP船、SOV船が活用できるようになり、これから増大
する洋上風力発電事業の開発等が促進される。洋上
風力発電の建設により、日本船籍のSOV船の需要が
高まる。これに伴い、北海道GXへの国内外からの巨額
の投資が得られ、北海道経済の活性化、地元の雇用
創出につながる。

◼ 道内の洋上風力発電事業が計画通り遂行されることに
より、2040年に最大45GWの目標や2050年カーボン
ニュートラルが達成され、道内はもとより関東圏の再エネ
利用拡大と電力安定供給が実現する。

◼ 日本船籍のSEP船は限られており、沖縄航路のカボター
ジュ緩和のように一定の条件を付した上で包括的に外
国船籍の活用に関する規制を緩和しても、内航船業界
への影響は少ないとみられる（ただし現行の特許の運用
では、洋上風力の円滑な導入には支障となる）。

参
考

SEP船、SOV船

  「Blue Wind」         「CP16001」  
  清水建設           五洋建設等       

５つの有望地域

「JWFC SUNRISE」
戸田建設等

2026年竣工に
向け造船中
日本郵船
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実現される姿現状と課題

②外国人船員等が乗船する船舶の海外港への寄港要件の緩和

必要な規制改革等

北海道全域実施場所・地域

参
考

洋上建設作業スケジュールの想定

◼ 2040年に最大45GWの国の電力目標を達成するため
には、洋上風力発電の開発を加速化させる必要がある。

◼ 建設作業におけるSEP船の運用に関し、国内の開発案
件において、外国人船員の60日ルールの関係から、一
旦作業を中断し海外港に寄港せざるを得ない状態とな
り、半月程度の建設期間の延長を招いた。特に北海道
は、冬季の工事が難しく、春～秋にかけて集中的に作
業しなければならない中、海外寄港のための工事の一
時中断は、場合によっては１年で終了する工事が足掛
け２年にわたることとなり、円滑な導入の妨げとなる。

◼ SEP船の傭船は高額であり、建設期間が延びることはプ
ロジェクトのコスト増につながり、電力料金により国民負
担が増大する。

◼ 大規模洋上風力発電施設の建設実績が乏しい日本で
は、建設・保守に係る熟練の船員・作業員が不足して
いる。保守船舶を運用する日本企業においては、外国
人を船員とできないため、日本人船員のほかに運用実
績のある外国人を別にアドバイザーとして雇用しておりコ
スト増となっている。

【根拠法令等】
船舶法、出入国管理及び難民認
定法

【規制・制度改革の内容】
◼ 北海道沿岸における洋上風力
発電設置に係る船舶（SEP
船等）及び保守に係る船舶
（SOV等）については、外国
人船員・作業員が乗船する船
舶に求められる60日以内の
海外港への寄港を緩和する、
北海道を特例とする法令の整
備

◼ 大量導入やコスト低減が可能で、経済波及効果が
大きく、再エネ主力電源化の切り札と言われる洋上
風力発電について、2040年・45GWの国の導入目
標や2050年カーボンニュートラル達成に向けて、円
滑かつ迅速な導入が図られる。

◼ 季節的制約がある北海道において、建設を着実に
進められる。

◼ 外国船籍、外国人船員の円滑な導入に伴い、事
業計画が立案しやすく事業参入が容易となることで
多くの事業者の入札参加につながり、国内洋上風
力産業の発展、地元サプライチェーンの構築等に
伴う地域活性化が期待される。

◼ 発電事業のコスト低減に伴い、国民負担の軽減が
図られるとともに、事業者による地域共生の充実が
期待される。

◼ 導入が進むヨーロッパ等の船員・作業員を導入するこ
とにより、安全で着実な建設・保守作業が実現する
とともに、コスト削減につながる。

洋上作業（60日）現行制度

改正後 洋上作業（60日以上）

作業中断 残りの洋上作業

作業終了

※一部の作業を翌年に持ち越し
（外国寄港）

春 秋 翌春

作業終了

冬期 作業中断
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実現される姿現状と課題

③排他的経済水域（EEZ）を活用した洋上風力発電の拡大

必要な規制改革等

北海道全域実施場所・地域

◼ 領海内での洋上風力発電に関する漁業者等地元調整が複雑化す
る中、他方、2040年最大45ＧＷの洋上風力発電導入目標を達成
していくためには、2030年以降年平均2～3GW程度の案件形成が
必要であり、開発に要するリードタイムを考慮し、世界第6位の面積を
誇る我が国のEEZも視野に加速していく必要がある。

◼ 併せて、国民負担の抑制や事業者にとって予見性のある仕組みが必
要

◼ 他方、現行の領海内に係る制度と同様、海洋環境の保全、海洋の安
全の確保その他の海洋に関する施策との調和を図ることが重要となる。

◼ また、利害関係者調整に関し、漁業者団体等が複数の事業者と調整
することによる対応コストの増大を防ぐとともに、知事に関しては、ケーブ
ルの陸揚げ点であることに加え、港湾利用など調整が必要

【根拠法令等】
海洋基本法、排他的経済水域及
び大陸棚に関する法律、再エネ海域
利用法

【規制・制度改革の内容】
◼ 洋上風力発電設備の建設場所を
排他的経済水域に広げるための
法的枠組みの整備。併せて北海
道知事との調整ルールの整備

Ⅰ 募集区域の指定

・経産大臣が自然条件
等が適当な区域につい
て所定の手続を経て区
域を指定

Ⅱ 事業者仮許可

・事業者が設置区域案
や事業計画案を提出し、
国交大臣・経産大臣が
仮許可

Ⅳ 事業者設置許可

・協議会で協議が整っ
た事項と整合的である
等許可基準に適合する
場合に経産大臣・国交
大臣が設置を許可

Ⅲ 協議会運営

・経産大臣・国交大臣
が仮許可事業者や利
害関係者等による協議
会を組織

区域指定や協議会への知事の関与

約405万ｋｍ2のＥＥＺの活用

参
考

EEZ事業化スケジュール

◼ EEZにおける洋上風力のポテン
シャルは高く、実現すると大量
の導入が可能。2040年・
45GWの国の導入目標や
2050年カーボンニュートラルの
着実な達成が図られる。

◼ 地域と調和し、地域への経済波
及効果を最大化するEEZへの
洋上風力発電の導入が実現さ
れる。

◼ 知事が関与することで、ケーブル
敷設に関する地域調整や港湾
利用に係る調整が円滑に進み、
事業の予見性が高まり、効果的
な案件形成が図られる。
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実現される姿現状と課題

④洋上風力のセントラル方式の的確な執行

必要な規制改革等

北海道全域実施場所・地域

参
考

◼ 洋上風力発電の導入拡大に向けては、案件形成の初期段階か
ら政府や自治体が関与し、より迅速・効率的な調査等を行うこと
が必要

◼ 洋上風力発電の導入が進む欧州では、政府機関等が主導して
サイト調査や系統確保等を実施するセントラル方式が採用されて
おり、それにより効率的な案件形成や運転開始までの所要期間
の短縮に寄与するとされている。

◼ 事業者が海域の調査を実施する際は、実施によって漁業への影
響が生じないよう、例えば北海道の場合は秋鮭の定置などといっ
た地域の主要な漁期を避けるよう、事業者と漁業関係者との間
で調査時期等の調整が行われるが、同一海域で複数の事業者
が類似した調査を実施することにより、地元の漁業者に度重なる
操業調整の負担が生じるといった弊害が生じている。

◼ また、地元市町村にとっては、風況調査に係る漁港等敷地の利
用や、地先において調査船運行や調査櫓設置による調査にあた
り地元住民への説明といった対応において事業者との調整が発
生することになり、漁業関係者同様、同一海域における複数事
業者の類似調査は地元自治体等の過度な負担となる。

【根拠法令等】
再エネ海域利用法、JOGMEC法
（第11条第１項第６号）、独立
行政法人エネルギー・金属鉱物資源
機構の業務運営、財務及び会計並
びに人事管理に関する省令（第17
条）

【規制・制度改革の内容】
◼ セントラル方式（※）として実施
する風況や海底地質調査の的確
な執行

※政府や自治体の主導的な関与により、
効率的な案件形成を実現する仕組み

◼ 再エネ主力電源化の切り札と言われる
洋上風力発電について、効率的な案件
形成を図ることにより、 2040年・
45GWの国の導入目標や2050年カー
ボンニュートラル達成に向けて、円滑かつ
迅速な導入が図られる。

◼ 政府機関が必要十分な情報量の調査
を一元的に実施し、その成果を公募に
参加する事業者に提供することで、事
業者の参入を促進し競争性ある質の
高い公募を実現し、電気料金の低減と、
地域と共生する発電事業の効率的・効
果的な実現につながる。

◼ 漁業調整・地域調整の弊害を取り除く
ことにより、地元調整が円滑化され、案
件形成の加速化が期待される。

区域名 事業計画件数

北海道石狩市沖 １１件

北海道島牧沖 ３件

北海道檜山沖 ３件

・環境アセス配慮書提出ベース
・岩宇・南後志地区沖及び松前沖についても、複数の事業者による
事業計画が進められている.（事業者及び漁協から聴取）

風況観測や海底地盤調査 同一区域における事業計画件数
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◼ 日本海側ルート（400万kW）のうち、200万
kW（２GW）が2030年度整備を目指してい
る.

実現される姿現状と課題

◼ 国の2030年度の整備目標の実現（北海
道・本州間日本海側２GW）、国の2040年
最大45GW（北海道は最大15GW）の洋
上風力導入目標の達成、2050年カーボン
ニュートラルの実現

◼ 全国スキームの負担により、北海道側における
過度な負担を回避

◼ 洋上風力発電の2040年最大45GWの導入目標達
成と我が国の2050年カーボンニュートラル実現に向けて、
北海道のポテンシャルを活かした再エネの最大限の導入
が不可欠であるが、系統増強が課題

◼ 「GX実現に向けた基本方針」で2030年度を目指した
北海道と本州間の２GWの海底直流送電整備が示さ
れているが、技術的に難度が高いことに加え、１兆円に
上る多額の整備費用が必要。このため、着実な整備の
ため、円滑なファイナンスに向けた仕組みづくりが必要

◼ 全国的視点での再エネ拡大といった事業目的を踏まえ、
一部の地域に負担が偏らないような仕組みが必要

必要な規制改革等

◼ 海底直流送電の早期運転
開始に向けた金融支援等の
対応（ブレンデッド・ファイナ
ンスの検討、特定系統設備
交付金等の金融支援策の
具体化等）

⑤海底直流送電の早期運転開始に向けた金融支援

再エネ賦課金等

託送料金等

従来の交付期間

交付期間の拡充

電力広域機関に
よる貸付

建設
着工

運転
開始

～減価償却期間～

■GX推進機構（GX推進法に基づく認可法人。
2024年夏業務開始予定）では、GX投資推進の
ための債務保証等を実施予定

出所）GX実行推進担当大臣「我が国のグリーントランスフォー
メーション実現について」

うち200万kW
（2GW）が2030
年度整備を目指す

実施場所・地域

◼ 建設着工から運転開始までの期間も、再エネ賦課
金を活用した資金供給を行うことで、円滑な系統整
備を促進

出所）資源エネルギー庁「電力ネットワークの次世代化について」

国で検討中のスキーム

参
考

系統整備
2023年度の具体化に向けて国と電力広域
運営推進機関において作業中

札幌市
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実現される姿現状と課題

◼ 国内随一の再エネポテンシャルを持つ北海道において
地域理解の下導入が進み、国のエネルギー基本計
画における再エネ導入目標と2050年カーボンニュー
トラル達成に貢献するほか、再エネを求める企業の集
積による北海道の産業振興、北海道の価値の向上
が図られる。

◼ 関係者と十分なコミュニケーションを図った上で、適正
な環境配慮が確保された事業計画とすることを担保
することにより、再エネ事業に対する理解醸成に寄与
し、地域における受容性を高めることに資する。

◼ 大量導入やコスト低減が可能で、経済波及効果が
大きく、再エネ主力電源化の切り札と言われる洋上
風力発電について、2040年・45GWの国の導入目
標や2050年カーボンニュートラル達成に向けて、円
滑かつ迅速な導入が図られる。

◼ 漁業者の理解を得やすくなるなど、合意形成が円滑
かつ迅速化され、洋上風力発電事業の期間短縮・
コスト低減が図られ、国民の電気料金引き下げにも
貢献

◼ 再エネ導入に係るアセス案件において、地域との調整
が不調で計画の中止、見直しとなる案件が続いている。
他方、条件のよい場所に案件が集中し不安を訴える多
くの住民の声が上がっている。これらのことが、再エネの一
層の導入に向けて課題となっている。

◼ 再エネ海域利用法の促進区域において最終的な選定
事業者は１者だが、入札参加を予定する複数事業者
による環境アセスの手続が乱立しており、事業者、地域
を含めた総合的なコストの増加や、地域の混乱に伴う
合意形成への支障となるほか、運転開始までのリードタ
イムが長期化。

◼ 洋上では調査に制約があり、一般海域における洋上風
力発電事業の実施例は少なく、予測手法の知見も十
分でないため、事前の環境影響予測の不確実性が高い。

◼ 北海道の漁業実態は国内他地域と異なり、魚類・底生
生物・海生哺乳類への影響や事業者によるアセスへの
懸念が、漁業者との合意形成の支障となっている。

必要な規制改革等

◼ 再エネ導入に関し、一定の条
件の下環境影響評価法の配
慮書、方法書の手続きを不
要とする規制の特例を実施。
（条件：国家戦略特区における

区域計画に基づき市町村等が定

める再エネ導入促進に係る計画の

下、当該地域等が洋上風力のセン

トラル方式等に準じた調査を行うエ

リアであって、予め区域計画で定め

る要件を満たす事業）

◼ 国家戦略特区内で実施する
洋上風力に関し、北海道の
地域特性を踏まえた、国によ
るセントラル方式の環境アセ
スの実施

⑥再エネ導入に係る環境アセスにおける国・地域セントラル方式の拡大 実施場所・地域

参
考

北海道全域

再エネ海域利用法による地域調整

①国による集中的なアセス制度

・準備区域 ・有望区域 ・協議会運営

促進
区域
指定
↓

事業者
選定

事業者による
アセス準備書
→調査

事業者参加
による区域
の協議会運営

③地域との十分なコミュニケーション

②国の知見活用
による適正な
環境配慮の確保

④魚類・底生生物・
海生哺乳類への
特別な配慮[北海道]

洋上風風力
事業の開始

適切な環境配慮と事業コスト低
減により導入を促進し、2040
年・45GW(北海道15GW）を実現

区分 件数 構成比
陸上風力 ７４ 71.2%
洋上風力 １８ 17.3%
他再エネ ３ 2.9%
その他 ９ 8.7%
合計 １０４ 100%

［北海道における法
アセスの実施状況
（現行法）］
（R5.12末現在）

区域計画に
基づく再エ
ネ導入促進
計画の策定

導入促進計
画による市
町村等の環
境調査

配慮書、方
法書の手続
を不要※要
件あり

コスト削減と
期間短縮によ
る再エネ導入
の円滑化

洋上風力のアセスのセントラル再エネの地域アセスセントラル
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■高圧ガス保安法等で必要な安全基準（技術上の基準）を規定した上で、建築基準法及び同法施行令で定める用途地域毎の貯蔵量上限規制の適用を除外する。

この数量規制の適用を除外する

実現される姿現状と課題

⑦圧縮水素の貯蔵量上限の緩和

必要な規制改革等

北海道全域実施場所・地域

参
考

用途地域別の規制緩和

◼ 圧縮水素は用途地域ごとに貯蔵量上限があるため、
社会実装に必要な水素の貯蔵ができない状況

◼ たとえば、商業地域の貯蔵量上限は700㎥であり、
利用が期待される30kW程度の燃料電池の場合、
ほぼ毎日タンク交換が必要となり、著しく実用性を
欠く。また、風力発電等の余剰電力を用いて電力需
要低下時に効率よくエネルギーを貯める水電解装置
の導入も進まない。

◼ 水素供給事業者によると、大手ゼネコン等による商
業施設等での水素燃料電池設置の検討も、こうし
た規制から導入を断念する事例も出ている。

◼ 水素社会の実現に向け、供給量増加やコスト低下、
これらによる需要の創出が不可欠であり、商業地域
等を含めた幅広い地域・分野で導入が期待される
水素について、貯蔵量規制を見直す必要がある。

【根拠法令等】
建築基準法第48条、施行令第116条、
第130条の9

【規制・制度改革の内容】
◼ 圧縮水素の貯蔵又は処理に供する建築
物は、用途地域ごとに一定数量を超える
場合に建築規制がかけられているが、水
素ステーションと同様に、高圧ガス保安法
等で必要な安全基準を設定の上、貯蔵
量上限規制の適用を除外する法令の
改正

◼ 圧縮水素の貯蔵又は処理に供する建築物
について、水素ステーションと同様に、必要な
安全基準を設定した上で、用途地域ごとの
貯蔵量上限規制から除外することで、地域
に大規模な需要が創出され、コストダウンと
水素普及拡大の好循環が生まれる。

◼ 再エネポテンシャルが国内随一である北海道
は、グリーン水素製造の最適地であり、大規
模な需要を組み合わせることで、再エネの地
産地消モデルと水素サプライチェーンの構築
が期待される。

区 分
第1種低層住居専用

地域等
準住居地域等 近隣商業地域

商業地域
準工業地域 工業地域

工業専用地域

圧縮ガスの貯蔵又は処理に供するもの
× ○

350㎥以下
○

700㎥以下
○

3,500㎥以下
○

水素ステーション
（H26建築基準法施行令改正により規制緩和）

× ○ ○ ○ ○
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実現される姿現状と課題

◼ 再エネ電力の導入拡大に向け系統増強が必要であるが、膨大なコス
トと時間が課題となっている（「広域系統マスタープラン」においては、北
海道の地内系統増強に1.1兆円を見込んでいる。）

◼ 地内系統増強に再エネ賦課金が充当されるが、国民負担の増大となら
ないよう効果的な増強方法が求められる。

◼ 水素需要が大きな地域においては、供給方法の費用対効果面では
パイプラインがローリー輸送よりも優れるものの、敷設費用が高いこと
が課題とされる。このため、国等では既存インフラの活用や水素に適した
規制による費用抑制が検討されている。

◼ 道路や鉄道網等のインフラを活用した、系統増強や水素パイプラインの
敷設に向けては、適用法令について整理・整備を進める必要がある
（現行、電気事業法や建築基準法、高圧ガス保安法等の適用領域
が複雑となっているほか、保安規制には多くの法律が入り組んでいる）

【根拠法令等】
電気事業法、ガス事業法、高圧ガ
ス保安法、道路法、消防法、建築基
準法、労働安全衛生法

【規制・制度改革の内容】
◼ 水素の供給や利用促進を図るた
め、電気事業法、ガス事業法、高
圧ガス保安法の規制要件を統
合・簡素化するとともに、道路法や
消防法等の関係法令も含め、水
素保安など安全規制体系を整備
する

◼ 北海道において、系統接続の隘路
が解消されることより、再エネ導入
拡大が加速化し、2050年カーボン
ニュートラルの実現に貢献

◼ 系統増強を、道路や鉄道網、廃
線の活用などにより進めることで、整
備コストが削減され、国民負担の
抑制につながる。

◼ より安価な水素パイプラインの敷設
が進むことで、供給コスト低減・需
要喚起につながり、水素の大量利
活用が期待

⑧インフラを活用した系統増強や水素パイプラインの敷設の推進

必要な規制改革等

北海道全域実施場所・地域

参
考

•系統増強については、道路や鉄道網などの活用も検討しながら整備を進める。
•水素パイプラインの敷設については、既存インフラの活用について明確な規定がない場合もあることから、水素保安など規制体系を整備する。

項目 ガス事業法 電気事業法 高圧ガス保安法

対象 販売用ガス 発電用燃料ガス 圧縮ガス（1MPa以上）

道路占有
許可取得可能な場合
あり

許可取得容易 公益特権対象外

付臭 必要な場合あり 必要な場合あり 要求なし

保安 定期自主検査 定期事業者検査
定期自主検査、
定期保安検査(都道府県)

検査
内容

25か月に1回
設置状況の検査、漏えい
検査、防食措置の検査

2年に1回
外観点検、作動試験

1年に1回
外観、開放検査、肉厚
測定、気密、機能試験等

その他 熱量等の測定、ガス成
分の検査義務等あり

供給の妨害に対する罰則
等がない

水素事業法（仮）

水素ガス

許可取得容易

要求なし

定期自主検査

リスクベースで事業者が設定

外観点検、締結部確認

国家戦略特区

特区での
実証試験等
結果を元に
全国展開

実証試験等で安全性評価・検討

（例）・ 付臭の代替措置検討
・ 保安検査項目のリスク評価

北海道
札幌市

国 事業者

水素パイプラインの敷設に向けて
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◼ 道内では、R4年4月現在30台のFCV（水素を燃料にした自動車）が導入されており、定置式１カ所（しかおい水素ファー
ムステーション）、移動式２カ所（エア・ウォーター移動式水素ステーション札幌、室蘭市移動式水素ステーション）が設置。

◼ 札幌市は、R6年度当初予算とし
て「水素ステーション整備
86,000千円」を要求中。

◼ 道内初となるFCバスやFCトラック
等の大型燃料電池車にも対応可
能な、定置式水素ステーションの
整備（市有地約3,800㎡（旧
中央体育館跡地）での整備）

実現される姿

◼ 水素ステーションの普及・拡大に
より、燃料電池自動車の普及に
寄与し、関連産業分野の活性化
が期待

◼ 今後は、水素利活用の事業実態
等を踏まえ、保安規制の合理的・
適正化を進めることが重要

◼ 水素ステーションは、国において、平成25年以降、距離や
立地、機器、運営といった様々な観点から規制の見直しが
実施され、このうち、運営等に関する規制については、保安
検査基準の整備やセルフ充填の許容などの見直しが行われ
てきている。

◼ 一方、保安検査については、高圧ガス保安法による（都道
府県知事若しくは指定都市の長が行う）保安検査及び自
主定期点検をそれぞれ１年に１回受けなければならないと
され、特に、定期自主点検は約２週間休業し、費用も年
間20百万円程度かけて実施されている。

◼ さらに、一般高圧ガス保安規則で、毎日3回以上の点検
（１回１時間程度）を行うことが規定され、事業者にとっ
て相当の負担となっており、これら検査に対応するための人
件費などのコストが、新規事業者の参入の阻害要因にも
なっている。

【根拠法令等】
高圧ガス保安法
（第八条第二号）

一般高圧ガス保安規則
（第七条の三第3項第一号、第七条の四第3項
第一号、第八条の二第2項第一号、第六条第2
項第四号）

【規制・制度改革の内容】
◼ 日常点検として、使用開始時、使用終了時のほ
か、運転中に１日1回以上作動状況の点検を
行うことが規定されているが、使用開始時、使用
終了時又は運転中のいずれかで点検を行うこと
とする改正。

北海道全域⑨水素ステーションにおける保安検査の簡略化

必要な規制改革等現状と課題

実施場所・地域

参
考

北海道内のFCV、水素ステーション R6年度 札幌市予算

しかおい水素ファームス
テーション

国内有数の家畜ふん
尿の処理施設である鹿
追町環境保全センター
からメタン発酵により生
成されたバイオガスの供
給を受け、水素の製造
を行っている。

エア・ウォーター移動式水素ステーション札幌

FCV（燃料電池自動車）に水素を約３分間
で充電する機能を搭載した移動式ステーション
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実現される姿現状と課題

◼ 本道における自動運転の導入促進に
より、道内各地における公共交通や物
流の維持確保が図られるとともに、積
雪寒冷地における自動運転のモデル
が構築され、道外他地域への波及が
期待される。

◼ 交通や物流機能が限られる地域にお
いて、新規事業者が提供する次世代
モビリティ（長距離自動運転・エアモビ
リティ含む）により、必要な機能を確
保することが可能となる。

◼ 人口減少、高齢化等により、地域の足を担う公共交通や物流の
維持に課題。自動運転は、これらの社会課題への解決に資する
と期待されており、早期に実現・普及を図る必要がある。

◼ 特に広大な面積や積雪寒冷のハンディを有する本道では、自動
運転や隊列走行の早期実装により、省エネ効果、省人化（ﾄﾞﾗｲ
ﾊﾞｰの負荷軽減)、安全性や運行効率の向上が期待される。

◼ 事業化を加速するためには、実証事業等により本道の地域特性
を反映した安全基準の確立やルールづくりといった環境整備が
必要

◼ 人口減少等に伴う交通需要の減少、ドライバー不足の深刻化、
需要に的確に対応するサービス提供の仕組みの不足。また、自動
運転・ドローン等の新技術・サービスの社会的受容性が不足して
いること等から、これらの事業化にも遅れがみられる。

必要な規制改革等

【根拠法令等】
道路交通法、道路運送法、道路
運送車両法

【規制・制度改革の内容】
◼ 積雪寒冷地における自動運転の
実装に向けた社会的ルールの整
備及び新たなモビリティサービスの
積極的な事業化に向けた環境整
備

⑩ＡＩを活用した自動運転の実装に向けた社会的ルールの整備等 実施場所・地域

参
考

北海道全域

提案の内容

◼ 自動運転の実装に向けた社会的ルールの整備及び、新た
なモビリティサービスの積極的な事業化に向けた環境整備
を加速する。

・積雪や路面凍結によりカメラや車載センサー等の機能低下リ
スクに対して、自動運転車両の運行に関する安全基準の確
立とその運用を徹底する仕組み作り

・一般車との交通事故や運行の妨げとなる路上障害物等の
リスクを低減する自動運転車優先レーンの設置

・自動運転レベル4車両による隊列走行の実証・実用化に向
けた運行ルールの整備（例：隊列走行中の割り込み制限な
ど）

・AIデマンド等の新たなモビリティサービスを展開できるよう、新
規事業者の参入の円滑化

◼ 内閣府の規制改革推進会議における「規制改革推進に関する中
間答申」（令和５年12月）では、地域交通に関する規制緩和が
盛り込まれており、引き続き本年６月をめどに答申がまとまる
予定。

国の動き

「規制改革推進に関する中間答申」
▶自動運転
全都道府県での初期投資支援、デジタル情報配信道等整備、
交通事故等に係る社会的ルール検討の場設置（2024年5月目処
一定の結論）、審査手続の透明性・公平性の確保策検討の関係
省庁の枠組発足

▶ドローン
飛行申請の許可・承認手続短期化、レベル3.5飛行制度創設

▶地域の自家用車・ドライバーの活用
タクシー事業者の運行管理下での新たな仕組み創設、従来の
自家用有償旅客運送制度について大幅に改善（2023年内から）
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実現される姿現状と課題

◼ 本道の地域特性を踏まえた
「AI実証・実装促進地域」
の設定とAI北海道会議の
設置により、必要な規制緩
和や環境整備がなされ、AI
の社会実装が進み、地域
課題への対応のみならず、
スタートアップの育成・誘致、
国内や世界に通用する北
海道発の技術やビジネスモ
デルが創出される。

◼ 本道では、全国を上回るスピードで急速に人
口減少や少子高齢化が進んでおり、広域分
散型の社会構造といった地域特性と相まって、
労働力の不足や地域における医療・福祉・交
通・物流の確保といった様々な課題が顕在化
しており、その解決に向けAIなどデジタル技術
を活用やスタートアップと協働した取組をより一
層推進する必要がある。

◼ 本道の多様性のある広大な大地や、厳しい
自然環境のもとで地域課題を解決する実
証・実装を進めることで、国内・世界に通用す
るAIによる新技術や革新的なビジネスモデル
も創出しうるＡＩ実装の先進地となるポテン
シャルを有している。

必要な規制改革等

【根拠法令等】
デジタル行財政改革会議の開催について
(令和5年10月6日閣議決定)
デジタル行財政改革会議 運営要領
 (令和5年10月6日デジタル行財政改革会議議長決定)

【規制・制度改革の内容】
デジタル行財政改革のもとに新たに「AI北海道会議」を設置する

＜ＡＩ北海道会議＞
・北海道の地域特性を踏まえた、ＡＩ実証・実装の議論
・北海道をＡＩ実証・実装促進地域と設定し、課題提起や
事業提案を募集、マッチング
・必要に応じて特例措置や環境整備等を検討

⑪デジタル行財政改革会議 ＡＩ北海道会議の設置 実施場所・地域

参
考

札幌市

32

デジタル行財政改革会議

◼ 国（内閣官房）で令和５年10月に設置。内閣総理大臣を議長に、
令和６年２月までに計４回会議が開催

出所）内閣官房ウエブサイト

ＡＩ北海道会議の設置

◼ デジタル行財政改革会議の中に、新たに北海道におけるＡＩ実証・実装促進地域
の設定とその推進に関する検討を行う「ＡＩ北海道会議」を設け、取組を加速

・ 有識者、デジタル行財政改革会議事務局ほか関係省庁、北海道、札幌市など
（必要に応じて、先駆的な事業者や道内市町村を招聘）

① 北海道の地域特性を踏まえ、課題解決や国内外に通用するビジネスモデル創出につながる
ＡＩ活用とその実証・実装について議論

② 北海道全域を「ＡＩ実証・実装促進地域」として設定し、地域や事業者、スタートアップから
課題提起や実証・実装の事業提案を募集、マッチング

③ 必要な特例措置や環境整備等の可否を検討し、関係省庁や自治体が連携して実証・実装
事業の実施を後押し

参加者

内容
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◼ 特別加算における外国人材の就労先（GX関連産業）について、地
方公共団体から補助等の支援を受けている旨の現行要件に加え、「非
金銭的な支援や承認等」が含まれることを法令及びガイドライン双方
で明確化(例えば青字の記載等）

実現される姿現状と課題 必要な規制改革等

実施場所・地域 北海道全域⑫高度人材ポイント制に係る特別加算の条件緩和

◼ 国（出入国在留管理庁）では、高度外国人材の受入を推進するため、学歴や
職歴などを考慮し、高い点数（ポイント）が得られた者に、出入国在留管理上
の優遇措置を講ずる「高度人材ポイント制」を実施。

◼ 特別加算は、「地方公共団体が支援する企業等に就労する外国人」が対象で、
国のガイドラインにより、当該企業が地方公共団体から補助金や税制優遇等を
受けていることが要件とされている。

◼ 地方公共団体からの支援は、今後、金銭的な支援に止まらない、事業の認
証・認定、経営支援等が重要となる。こうした支援等を受ける企業等に就労す
る外国人についても特別加算の対象とし、外国人材の受入れを促進する必要

【根拠法令等】
省令（出入国管理及び難民認定法別表
第１の２の表の高度専門職の項の下欄の
基準を定める省令）

ガイドライン（高度人材ポイント制において加
算対象となる地方公共団体からの必要な経
費に関する補助金の交付その他これに準ず
る支援措置に係るガイドライン）

【規制・制度改革の内容】
◼ 省令及びガイドラインの所要の見直し

◼ 高度な資質・能力を有
する外国人材の受入
れを促進し、産業の国
際競争力の強化及び
国際的な経済活動の
拠点を形成する。

参
考

■ガイドライン（抜粋）
支援の方法について、地方

公共団体の補助金の交付や支
援税制、外国企業の誘致事業
（誘致した企業に対し、税制
優遇等の支援を行うもの）認
証・経営支援などの非金銭的
な支援などが該当します。

■省令（抜粋）
地方公共団体からの必要な経費に

関する補助金の交付その他これに準
ずる方法による支援若しくは事業推
進等に係る支援であって、当該地方
公共団体における高度人材外国人の
受入れを促進するものであると法務
大臣が認めるものを受けていること

非金銭的な支援（例）
・自治体が行う事業認証制度など
・経営戦略・財務戦略立案支援等の経営支援等の事業など

● 複合的な在留活動の
許容

● 在留期間５年の付与
● 在留歴に係る永住許
可要件の緩和

● 配偶者の就業
● 一定の条件の下での
親の帯同

● 一定の条件の下での
家事使用人の帯同

● 入国・残留手続の優
先処理

優遇措置
（高度専門職１号の場合）

区分 配点（高度専門・技術分野の場合）

学 歴 博士号 30点、修士号 20点、大学卒 10点

職 歴 10年～ 20点、７年～ 15年、５年～ 10点

年 収 10百万円 40点、9百万円 35点、8百万円 
30点

年 齢 ～29歳 15点、～34歳 10点、～39歳 ５点

特 別
加 算

・研究実績 15点

・日本語能力試験Ｎ１取得者 15点

・成長分野における先端的事業に従事 10点

・産業の国際競争力の強化等を図るため、
地方公共団体による支援措置を受けている
企業における就労 10点

ほか

70点
以上

今回の特区提案
の対象

高度人材ポイント制の概要 省令、ガイドラインの見直し
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実現される姿現状と課題

◼ 国内随一の再エネポテンシャルを有する北海道
においては、大規模なGX事業の開発工事や実
装が数多く見込まれる。

◼ GX投資には完工リスク等の様々なリスクが伴うた
め、実地でリスク分析等を行い、公的資金と民
間資金とを組みわせたファイナンスの支援が得
られる体制が不可欠と考えられることから、ＧＸ
推進機構が担う機能の一部である金融支援機
能を札幌市に移転する。

◼ 公益性・公平性・中立性を持つ公的機関である
「ＧＸ推進機構」が、実地にて案件関係者と協
働する形で、各主体におけるリスク許容度をヒア
リング・分析し、債務保証等のリスク補完策を
講じることで、事業会社によるＧＸ投資と民間
金融による資金供給が促進され、脱炭素技術
の社会実装が加速する。

◼ 今後10年間で官民150兆円超のＧＸ投資を実現す
るためには、「GX  経済移行債」による国の支援に併せ
て、民間金融機関や機関投資家等による積極的なファ
イナンスが必要

◼ 一方で、ＧＸ投資は完工リスク・操業リスク、需要変
動リスク等、様々なリスクを伴い、特に、資金量が膨大
かつ収益化まで長期間かかる案件は、民間だけのファ
イナンスには限界がある。

◼ 事業会社によるＧＸ投資と民間金融による資金供給を
促進するためには、様々なリスクに対する適切な対応が
必要であり、ブレンデッド・ファイナンスなどを活用し、脱炭
素技術の社会実装を加速化していくことが重要

◼ 国内随一の再エネポテンシャルを有し、大規模なＧＸ
事業の開発工事や実装が数多く見込まれる北海道にこ
そ、実地でGX事業者との協働を伴う形での金融支援
機能が求められると考える。

必要な規制改革等

⑬GX推進機構の一部機能の札幌移転 実施場所・地域

提案する規制緩和等の内容 参考

札幌市

【根拠法令等】
◼ GX推進機構の業務の範囲
を定める規定

◼ 脱炭素成長型経済構造への
円滑な移行の推進に関する
法律（GX推進法）第54条
第１項第４号

【規制・制度改革の内容】
GX推進機構の業務のうち、対
象事業活動を行う者の発行する
社債及び資金の借入れに係る
債務の保証などの一部機能の札
幌移転

ＧＸ推進機構が担う民
間のＧＸ事業への債務
保証などの金融支援機
能について、北海道の
金融機能が集積する札
幌への移転を求める。

実地でのGX推進機構とGX事業
者との協働を伴う形での金融支
援により、「８つのＧＸプロ
ジェクト」などの実証実験、実
装・事業化などを加速

①SAF ②水素 ③洋上風力関連産業 ④蓄
電池 ⑤次世代半導体 ⑥電気及び水素運
搬船 ⑦海底直流送電網 ⑧データセン
ター

GX推進機構の行う業務（GX推進法第54条）

第1項
第4号

機構は、第二十条の目的を達成するため、次
に掲げる業務を行う。
四 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行に
資する事業活動（以下「対象事業活動」とい
う。）を行う者に対する次に掲げる業務
イ 対象事業活動を行う者の発行する社債及
び資金の借入れに係る債務の保証
ロ 対象事業活動に必要な資金の出資
ハ 対象事業活動を行う者の発行する社債の
引受け
ニ 対象事業活動に関する専門家の派遣
ホ 対象事業活動に関する必要な助言
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実現される姿現状と課題

◼ スタートアップへの投資と育
成を行う優れた外国人投資
家に長期滞在の門戸を開く
ことで、札幌市に当該投資
家を呼び込む。

◼ 優れた外国人投資家による
資金提供や助言等を通じて、
グローバルに競争力を持つ
GX関連事業（脱炭素成
長型経済構造への円滑な
移行に資する事業活動）を
行うスタートアップを創出し、
北海道におけるGXエコシステ
ムの発展、ひいては国際競
争力の向上を実現する。

◼ 海外では、エンジェル投資家等がスタートアップ
に活発に資金提供を行い、さらに経営方針・
資金管理等についていわば協働のメンターとし
て伴走型の助言等を行うことで、グローバルに
活躍する企業等を創出している

◼ 本邦の在留資格においては以下の制約があり、
国内法人と雇用契約等が存在しない場合、
長期滞在して投資・育成を行うことが難しい
仕組みとなっている

- 「高度専門職1号（ハ）」は、 「本邦の公私
の機関において貿易その他の事業の経営を行
い又は当該事業の管理に従事する活動」とし
て、国内法人と雇用・委任等の契約関係が存
在することが前提で、法人からの固定収入(給
与等)や学歴が乏しい場合は認定が容易でな
い

- 「経営・ 管理」は、「本邦において貿易その他
の事業の経営を行い又は当該事業の管理に
従事する活動」として、事業経営・投資のため
の法人が国内で設立済であることが前提でと
なっている

必要な規制改革等

【根拠法令等】
出入国管理及び難民認定法別表第１の２

【規制・制度改革の内容】
資産額やスタートアップへの投資実績等を基に、一定額を日本国内に
投資すること等を要件として、投資家向けビザの創設をする。
具体的には、
⑴ 明確な投資計画や投資戦略、GX事業への参画方針等を明ら
かにしており、

⑵ 特定分野での業務経験を有し（スタートアップに限定しない広
範な企業での実務経験、GX投資・インフラ投資等の分野での実
務経験・実績等を含む）、
⑶ 地域自治体が審査・支援等を行うこととしているGXスタートアップ
への投資計画がある

こと等を条件に、在留資格を認める制度の創設を要望する。

⑭GXスタートアップ投資家向け在留資格の創設 実施場所・地域 札幌市

参考

◼ 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版(2023年6月16日)

「国家戦略特区の枠組みも活用しつつ、資産額やスタートアップへの投資実績等を基に、一定額を日本国内に投資すること等を要件として、投資家（エンジェル投資家を含
む）向けビザの創設を検討する。」

◼ 国家戦略特区において取り組む規制・制度改革事項について（2023年12月26日 国家戦略特区諮問会議）

「スタートアップ企業への海外からの投資を呼び込むため、諸外国の事例を参照しつつ、資産額やスタートアップへの投資実績等を基に、一定額を日本国内に投資すること等を要
件として、投資家（エンジェル投資家を含む）向けビザの創設を検討し、２０２３年度中に結論を得る。」
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実現される姿現状と課題

◼ 高効率データセンター、系統用蓄電システム、水電解装置、
ペロブスカイト等の新技術による施設・設備等の多額の初期
投資を要する施設の導入を加速させるためには、プロジェク
トファイナンスの活用等が重要である。

◼ データセンターの導入拡大には、総務省「データセンター、海
底ケーブル等の地方分散によるデジタルインフラ強靱化事
業」があるが、補助金を活用して取得した施設等を金融機
関の担保に供するには、各省の長の承認が必要となる。

◼ 総務省事業については、「総務省所管一般会計補助金等
に係る財産処分承認基準」に基づき承認の申請を行うことと
なるが、同基準はデータセンターを含むGX関連事業の補助
金を所管する経済産業省の基準と比べ、具体的な承認の
許容例が明記されておらず、機動的な担保権設定、資金
調達の妨げとなっている。

◼ 特に、頻繁な機器や設備更新、再エネ電力敷設等が求め
られるデータセンター等については、主設備の建設の後に、
こうした設備更改等に充てる追加の資金調達を行うことが
施設の有効利用につながるものであり、同基準において、
「補助金対象事業を取得し又はその効用を増加するために
必要な資金を調達する場合」を承認の範囲として明記して
頂きたい。

必要な規制改革等

【規制・制度改革の内容】
◼ 「データセンター、海底ケーブル等の地方分
散によるデジタルインフラ強靱化事業」等の
補助金を活用して取得した施設について、
担保権の柔軟な設定が認められるよう、総
務省の財産処分承認基準第３-３-(1)
を改正し、『申請に係る処分制限財産を
取得し、又はその効用を増加させるために
必要な資金を調達する場合等』に担保権
の設定が可能になる旨を明記する。

※）環境省・総務省連携事業「データセン
ターのゼロエミッション化・レジリエンス強化
促進事業」及び総務省事業「データセン
ター、海底ケーブル等の地方分散によるデ
ジタルインフラ強靱化事業」等が念頭

⑮補助金適正化法の適用緩和 実施場所・地域

参
考

札幌市・北海道全域

道内のデータセンターに係る展開

◼北海道は、データセンターの省エネ化やカーボンニュートラルに大きく貢献する冷涼
な気候や豊富な再生可能エネルギーといった立地優位性があるほか、東アジアにお
いて北米や欧州から地理的に近接しており、今後、国際的な光海底ケーブルの陸
揚げにも期待される地域
◼2023年5月、国は、「デジタルインフラ（DC等）整備に関する有識者会合の中
間とりまとめ2.0」において、 北海道を東京圏・大阪圏を補完・代替するデジタルイン
フラの中核拠点に位置付け。
◼道内には44カ所のデータセンターが立地（道調べ。2023年12月末現在）して
おり、最近では、再エネを活用するデータセンターや生成AI開発など高度処理計算
用のデータセンターが増えている。

2022年11月から着工、2024年秋に開業予
定の北海道石狩市で計画するゼロエミッション・
データセンター
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◼ 補助事業により建設した施設
等を担保に入れることを認め
る（明確化する）ことで、大
規模・高効率なデータセン
ターを導入し、案件・使用状
況に応じて機動的に設備更
改等を行い施設の利用価値
を増加させること等が可能と
なる。

◼ これにより、データセンター等の
GX事業者の円滑な資金調
達が可能となり、北海道内の
GX事業の推進及びこれの加
速化を促す。

【根拠法令等】
補助金適正化法第22条
総務省所管一般会計補助金等に係
る財産処分承認基準第３-３-(1)
特定電気通信施設等整備推進基金
補助金交付要綱第20条1項 36



実現される姿現状と課題 必要な規制改革等

【根拠法令等】
ー
【規制・制度改革の内容】
◼ GX事業を行う中小企業が保証協
会を利用した資金調達を行う場合
に、GX事業に係る設備資金等につ
いては無担保とすることを明確化し
た新たな保証制度を整備する。

⑯GX事業に係る保証付き融資制度の整備 実施場所・地域

参
考

札幌市・北海道全域

◼ 系統用蓄電システム、水電解装置、ペロブスカイト
等の新技術による施設・設備等の導入を加速させ
るためには、事業者の参入意欲向上及び金融機
関等が積極的に投融資を進めることができる環境
整備が重要。

◼ 道内事業者にとっては、GX関連産業は新たな事
業分野への参入となる場合が多く、参入するために
は新たな投資が必要となる。一方で、保証協会を
利用した設備資金借入には、当該物件（建物・
底地等）の入担を求められるケースが多く、金融
機関等への担保提供が叶わないことで、多様な資
金調達の障壁となる可能性が指摘されている。

◼ 本件は、GX事業を行う際の資金調達を
支援する仕組みの構築を目指すもの。

◼ 不動産等を保有しない幅広い事業者
による無担保による資金調達が可能と
なれば、多様な事業者参入・資金調達
の可能性が広がって、地域の中小企業
のGX関連産業の開発や投資促進につ
ながるもの。

◼ まずは、GXへの投資が強く見込まれる北
海道地域に限定し、試行的に運用を行
うことで、保証制度の趣旨に合致した中
小企業信用・GX事業推進等が図られ
るか、検証していくことが考えられるのでは
ないか。

道・市の保証制度

北海道：ステップアップ貸付（ゼロカーボン）
【対象】次の⑴～⑶のいずれかに該当するもの
(1)「ゼロカーボン・チャレンジャー」に登録したもの
(2)北海道地球温暖化防止対策条例に基づく「事業者温室効果ガス削減
等計画書」について、知事への提出を要する特定事業者であるもの
(3)北海道地球温暖化防止対策条例に基づく「事業者排出量簡易報告
書」について、知事への提出を行ったもの
【融資額】1億円
【資金使途】事業資金
【融資期間】1年超10年以内（うち据置1年以内）
【融資利率】固定金利：融資期間に応じて年1.1%～最大1.7%
変動金利：年1.1%（融資期間が3年を超える取扱いの場合に限る）

【信用保証】北海道信用保証協会の保証が必要となる場合あり

札幌市：カーボンニュートラル推進資金
【対象】融資対象次の各号のいずれかに該当する中小企業者等
(1)省エネルギー設備又は再生可能エネルギー設備を導入する者
(2)次世代自動車、Ｖ２Ｈ充電設備又は水素ステーションの導入者
【融資額】1億円
【資金使途】設備資金
【融資期間】15年以内（うち据置2年以内）
【返済方法】割賦返済
【融資利率】年1.00%以内
【信用保証】必要により信用保証協会の保証付とする。
【保証人】法人は必要に応じて要、個人は不要とする。
【担保】必要により担保を徴する。
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実現される姿現状と課題 必要な規制改革等

【根拠法令等】
-
【規制・制度改革の内容】
GX事業の安定性・成長性を加味し、
事業そのものの価値を担保化する制度
を創設する。

⑰GX事業そのものの価値を担保化するGreen Mortgage制度の創設 実施場所・地域

参
考

札幌市
北海道全域

Green Mortgage制度の概要

◼ GXに伴う産業構造の変化が生じている中で、工
場等の有形固定資産を持たないスタートアップ等
にとっては、代表者の資産の裏付けなしに融資を
受けることは難しく、また、出資による資金調達だけ
では経営者の持分が希薄化するため、成長資金
を経営者の意向に応じて最適な方法で調達でき
る環境整備が必要。

◼ 本規制緩和によりGX事業自体に担
保性が認められれば、成長分野にお
ける資金調達手段の拡充や万一の
事業者撤退等があった場合の円滑な
事業承継など、GX事業への参画促
進や再エネの安定供給につながる。

◼ 金融機関は、不動産担保や経営者
保障に過度に依存せず、無形資産の
活用等を含む、事業性に着目した融
資に取り組みやすくなる

◼ 与信者は、経営者保証等に依存せず、
事業のモニタリングにより経営悪化を
把握しやすくなり、早期支援を実現で
きる

GX事業
（GXスタートアップ等）

成長資金等

担保権の優先弁済権
担保権

事業そのものの価値を担保化

信託会社（銀行等）

与信者（銀行等）

■制度イメージ ■ＧＸ事業者の制度創設のメリット（想定）

・事業全体（無形固定資産を含む）
を担保権の対象とするため、事業の将来性
に着目した融資が促進される。

・事業価値が担保価値に直結するため、融資
後も金融機関から継続的にフォローアップ
を受けることができる。

・事業が再生局面になっても、経営者保証に
依存しないため、再挑戦の機会を得やすい。

38
38



実現される姿現状と課題 必要な規制改革等

【根拠法令等】
銀行法16条の2第4項、銀行法
施行規則17条の4の3、銀行法
施行規則17条の5第2項、銀行
法施行規則17条の5の2第3項

【規制・制度改革の内容】
◼銀行法施行規則17条の4の3に
限定列挙されている一定の高度
化等業務の内容に、新たにGX関
連産業(脱炭素成長型経済構造
への円滑な移行に資する事業活
動）を追加列挙する法令の改正。

⑱銀行高度化等会社におけるGX産業関連の規制緩和 実施場所・地域

参
考

札幌市・北海道全域

道内のGX事業一覧（令和６年２月現在）

◼ 銀行業高度化等会社への出資について、個
別認可を都度取得することとする場合、迅速
なビジネス展開に支障があること。

◼ 例えば、洋上風力発電事業は、事業毎に設
立される特別目的会社（SPC)がプロジェクト
ファイナンスや出資により資金調達を行うことが
一般的であり、地元地銀が当該SPCに対し
15％程度出資をする場合、現行規制では、
個別認可が必要となる。加えて、当該認可の
審査基準は、通常の認可審査基準から加重
された基準に基づく申請が求められる。

◼ 道内は洋上風力発電事業の具体的な検討
が進む5つのエリアを有するほか、水素やバイオ
マス発電、次世代太陽光発電に関する事業
や実証実験が多数展開されており出資検討
対象が続くことが見込まれるが検討の都度、認
可を取得していくことは合理的ではなく、より早
く広くGX事業を推進していくことの懸念材料と
なる。

◼ 地域の脱炭素とエネルギーの地産地消に向け、地
元地銀が地場案件において大手エネルギー事業者
等と連携して再エネ創出支援に取り組むことは、政
府のカーボンニュートラル構想に合致し、また地方創
生に資するものであり、取組み意義は大きい。

◼ 左記に記載の通り、洋上風力発電事業をはじめ
とするGX事業の出資検討対象が拡大することが見
込まれるが、地元地銀が相応の規模で出資するこ
とで、株主として事業に主体的に関与することが可
能となる。その結果、例えば、サプライチェーンへの道
内企業の参入を要請していくことで地域を巻き込ん
だGX推進に繋げること、地元の意向を事業に反映
させること、事業の健全性（ガバナンス）に貢献で
きる等の効果が期待できる。

◼ また、本規制緩和により、地元サプライチェーン構築
の後押しや中小企業のGX事業への参画、地域の
産業用・民生両面の再エネ導入拡大に繋がる。

【水素】 合計８事業
◼ 北海道ハイドロジェン推進機構
（構成員・出資者）札幌市、北海道
電力（株）、エア・ウォーター北海道
（株）、北海道ガス（株）
【太陽光発電】 合計5事業
（株）エネコートテクノロジー（ペ
ロブスカイト）

（構成員・出資者）苫小牧埠頭
（株）、日揮ホールディングス（株）

【風力】 合計12事業
◼ 石狩市沖洋上風力発電事業
（構成員・出資者）開発事業者、建設
事業者、地域金融機関等
（株）、北海道ガス（株）
【蓄電池送配電】
◼ 北海道北部風力送電株式会社
（構成員・出資者）（株）ユーラス
エナジーホールディングス、（株）
北海道銀行、（株）北洋銀行等

【CCUS】 合計１事業
【EV】 合計2事業
【地熱発電】合計４事業
森バイナリーパワー合同会社
（構成員・出資者）北海道電力
（株）、JFEエンジニアリング（株）、
東京 センチュリー（株）
【水力発電】合計2事業
【バイオマス発電】合計９事業

【バイオガス発電】 合計４事業
【バイオコークス】 合計１事業
【ブルーカーボン】 合計３事業
【データセンター】 合計２事業
再エネ100％で運営するデータセンター事業
（構成員・出資者）（株）Flower 
Communications、北海道電力（株）、
東急不動産（株）
【エネルギーシステム】 合計２事業
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実現される姿現状と課題 必要な規制改革等

◼ 上陸申請や在留資格認定証明書の申請に
ついて、添付書類を含めて英語での資料提
出を可能とすること。

◼ 出入国管理及び難民認定法施行規則につ
いて、英語の場合には、添付書類の日本語
訳文の提出を不要とするよう改正すること。

※手続きの予測可能性を高めるためにも、運用
だけでなく、規定を変更することが必要。実際、
札幌出入国在留管理局では、英語で記載され
た証明書等の添付資料については、基本的に訳
文の添付を求めているとの指摘。

【根拠法令等】
出入国管理及び難民認定法施行規則第62条
（抜粋）
法又はこの省令の規定により法務大臣、地方入
国管理局長又は入国審査官に提出するものとさ
れる資料が外国語により作成されているときは、
その資料に訳文を添付しなければならない。

⑲英語での行政手続き（在留資格） 実施場所・地域

参
考

札幌出入国在留管理局

法人設立に係るオンライン手続き支援サービス（開業ワンストップセンター）の概要

◼ 英語を用いた法人設立等の手続については、地元自治体としても、ワンストップでの支援セ
ンター整備やオンライン手続き支援のサービス利用などを進め、体制・支援の強化を図っ
ていく方針

◼  札幌市では、「ビジネス・暮らしの英語ワンストップ相談窓口」を開設し、英語で、ビジネス
推進や従業員の暮らし等に関する相談対応をワンストップで行うコンシェルジュ機能を提
供していくほか、「法人設立ワンストップサービス」（デジタル庁による、法人設立手続きをオン
ラインを利用して実施するサービス）を活用するなど、手続き迅速化も進めていく方針

◼ また、キャッシュレスの推進、多言語・ピクトグラムでの案内表示を含めたユニバーサルデザイ
ン化や バリアフリー化など、外国人を含む総合的な生活環境の向上も進めていく

◼ 海外企業・外国人が法人設立を
する際の行政手続において、日
本語での書類の記載・申請が
不要となり、開業に掛かる時間や
費用の負担が軽減される。

◼ 特に、事業者自身が確認を行う
こと出来、内容やその真正性の
理解が進むほか、行政書士等へ
の委託についても、手間や費用
が軽減できる可能性もある。

◼ こうした結果、「国際金融都市」
としてのビジネス環境が整備され、
海外企業（資産運用会社、GX
企業等）の札幌市への参入促
進、市内・産業の活性化に寄与
することが考えられる。

◼ 英語であれば申請側・受理側双
方にとって比較的判別が容易で
あり、英語に限って例外とすること
が考えられる。

◼ 海外企業・外国人が法人設立をする際の行政手続として、
入管法に基づく上陸申請や在留資格認定証明書の申請
が必要であるが、同法施行規則第62条の規定により、こ
うした申請等に必要な添付書類が外国語による場合、日
本語の訳文を添付することが必要とされている

◼ 日本語での記入については、記入ガイドやAIツール・翻訳
機能等の利用も考えられるが、日本語ができない手続き
者等が自ら文字を読むことができず、結局は自ら真正性
を確認することが出来ず行政書士等への委託に頼らざる
を得ないのが実情
⇒ 翻訳サービス、AIツール等を活用しての記載が不能

◼ その際、自らが文字を読むこと出来ない外国語の記載の
真正性を担保するため、一定の信頼性を有する書士等
を選定することが必要で相当の手間や費用が発生するほ
か、内容面についての自らの理解も十分広がらない
⇒ 開業手続きに限らないものの、「金融創業支援ネット
ワーク」モデル事業の補助上限額は2,000万円

◼ 多数の手続きが存在するため、その都度、書式の確認や
事業者への委託等を迫られる手間も存在し、スタートアッ
プ等の事業者を含め、本邦への進出に相当の障害となっ
ている旨が指摘されている
⇒ 株式会社全体で平均約３週間を要すると言われてお
り、外国人であればさらに長い期間を要する見込み

40

本提案により呼び込みたい人材

◼ ファンド等の投資主体・投資家には、金融とインフラ双方の知見が必要であり、
当市で実施した外国調査でも、海外GX投資家等で、ファンドに、再生可能
エネルギー、金融・投資、インフラ投資の専門家を集約するなど、こうした人材
の集約化や一体化、投資先または近隣拠点への人員配置等が進んでいる
ことが確認されたところ。

◼ 就労資格に沿って具体的な想定を挙げると、「高度専門職」、「経営・管理」、
「企業内転勤」 、「スタートアップ」、また、現在別途要望を行っている「スター
トアップ投資家」関連が主な対象として想定されると考えている。
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実現される姿現状と課題

◼ 海外企業・外国人が法人設立をする際の行政手続にお
いて、日本語での書類の記載・申請が不要となり、開業
に掛かる時間や費用の負担が軽減される。

◼ 特に、事業者自身が確認を行うこと出来、内容やその真
正性の理解が進むほか、行政書士等への委託について
も、手間や費用が軽減できる可能性もある。

◼ こうした結果、「国際金融都市」としてのビジネス環境が整
備され、海外企業（資産運用会社、GX企業等）の札
幌市への参入促進、市内・産業の活性化に寄与すること
が考えられる。

◼ 本件のほか、雇用保険、労働保険、健康保険、厚生年
金保険（以上厚生労働省関係）、上陸申請や在留
資格認定証明書の申請手続き（以上入管庁関係）に
ついても、英語で手続きを実施することが出来るよう、規
制改革を提案しているところ

※いずれも、様式・見本・記入言語のそれぞれに英語を導入
し、日本語併記の場合には、英語も正本として認めること
が出来るよう、要望している。

◼ 幅広い様式の英語化が実現することで、利便性が相乗
的に改善することが期待される

◼ 英語であれば申請側・受理側双方にとって比較的判別
が容易であり、英語に限って例外とすることが考えられる。

◼ 法人を設立をするには、商号、出資財産額、株式数等を
記載した定款を作成して法務局の認証を得る必要がある
が、運用上、日本語が「正式」で、「外国語の部分は翻
訳」であるとされている（日本公証人連合会）

◼ 定款の内容は、上記のほか、目的、発起人の氏名・住所・
報酬、財産引受けの内容等であるが、いずれも、名称・計
数・議決の手続き等に係る簡潔・定型的記述で同連合会
による見本も公開されているが、漢字かな等の判読も出来
ない外国企業等を活用しても日本語ができない手続き者
等は自ら読み書きすることができず、結局は自ら真正性を
確認することが著しく困難であり、一定の信頼性を有する
書士等を選定することが必要で相当の手間や費用が発生
しするほか、内容面についての自らの理解も広がらない

◼ 多数の手続きが存在するため、その都度、書式の確認や
事業者への委託等を迫られる手間も存在し、スタートアップ
等の事業者を含め、本邦への進出に相当の障害となってい
る旨が指摘されている
⇒ 株式会社全体で平均約３週間を要すると言われてお
り、外国人であればさらに長い期間を要する見込み

◼ 一方、日本国内での「英語」による記述であれば、簡潔・
定型的記述であることもあって、連合会によるガイドや自動
翻訳等により比較的容易に意味を理解することが可能であ
ると考えられる

必要な規制改革等

【根拠法令等】
会社法第26条、第27条
公証人法第１条、第27条
日本公証人連合会ホーム
ページ

【規制・制度改革の内容】
◼ 株式会社の定款本書の英
語提出の許容

⇒法文は必ずしも明らかでな
いが、運用により明確化を図
ることが出来るのではないか
（特区又は全国措置におけ
る対応）

◼ 実体的な運営上も、英語
で作成した書類の提出を
認める

⇒公証人連合会や自治体によ
る英語ガイドの充実等（特
区又は全国措置における対
応）

⑳-1 英語での行政手続き（定款認証） 実施場所・地域

参
考

札幌市内の公証役場

札幌市外国人市民アンケート調査様式への記載が必要な事項

【例】実質的支配者となるべき者の申告書
・公証役場名
・認証担当公証人
・商号
・住所
・氏名
・国籍
・性別
・生年月日
・議決権割合 など
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実現される姿現状と課題

◼ 海外企業・外国人が法人設立をする際の行政手続に
おいて、日本語での書類の記載・申請が不要となり、
開業に掛かる時間や費用の負担が軽減される

◼ 特に、事業者自身が確認を行うこと出来、内容やその
真正性の理解が進むほか、行政書士等への委託につ
いても、手間や費用が軽減できる可能性もある。

◼ こうした結果、「国際金融都市」としてのビジネス環境が
整備され、海外企業（資産運用会社、GX企業等）
の札幌市への参入促進、市内・産業の活性化に寄与
することが考えられる。

◼ 本件のほか、雇用保険、労働保険、健康保険、厚生
年金保険（以上厚生労働省関係）、上陸申請や
在留資格認定証明書の申請手続き（以上入管庁
関係）についても、英語で手続きを実施することが出
来るよう、規制改革を提案しているところ

※いずれも、様式・見本・記入言語のそれぞれに英語を導
入し、日本語併記の場合には、英語も正本として認め
ることが出来るよう、要望している。

◼ 英語は、申請側・受理側双方にとって比較的判別が
容易で他の外国語とは異なる性質。 英語に限って例
外とすることが考えられる。

◼ 法人を設立をする際には、会社法911又は913条、
商業登記法17条に基づく登記申請が必要だが、商業
登記規則第１条に規定された様式は日本語のみであ
り、実態としても日本語での記載・申請が求められてい
る

◼ 商業登記の内容は、目的、商号、代表者の氏名・住
所、資本金の額、監査役や執行役の氏名等であるが、
いずれも、名称・計数・株式手続き等に係る定型的記
述で法務省による見本も公開されているが、漢字かな
等の判読も出来ない外国企業等は英語ガイドやAI機
能等を活用しても日本語ができない手続き者等は自
ら読み書きすることができず、結局は自ら真正性を確
認することが著しく困難であり、一定の信頼性を有す
る書士等を選定することが必要で相当の手間や費用
が発生しするほか、内容面についての自らの理解も広
がらない

◼ 多数の手続きが存在するため、その都度、書式の確認
や事業者への委託等を迫られる手間も存在し、スター
トアップ等の事業者を含め、本邦への進出に相当の障
害となっている旨が指摘されている
⇒ 株式会社全体で平均約３週間を要すると言われ
ており、外国人であればさらに長い期間を要する見込み

必要な規制改革等

【根拠法令等】
会社法911条、933条、
商業登記法第17条、
商業登記規則第１条

【規制・制度改革の内容】
◼ 株式会社設立登記申請書
（会社法911条）、外国会社
に関する登記申請書（会社法
933条）の英語様式を作成し、
添付書類の英語提出も認める
⇒特区における運用又は規則特
例等の対応（特 区又は全
国措置における対応）

◼ 実体的な運営上も、英語で作
成した書類の提出を認める
⇒関係機関や自治体による英語
ガイドの充実等（特区又は全
国措置における対応）

⑳-2 英語での行政手続き（商業登記） 実施場所・地域

参
考

札幌市内の法務局

札幌市外国人市民アンケート調査様式への記載が必要な事項

【例】株式会社設立登記申請書
・商号
・本店
・登記の事由
・登記すべき事項
・課税標準金額
・登録免許税
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実現される姿現状と課題

◼ 海外企業・外国人が法人設立
をする際の行政手続において、
日本語での書類の記載・申請
が不要となり、開業に掛かる時
間や費用の負担が軽減される。

◼ また、健康保険及び厚生年金
保険に係る手続き個別に限らず、
広く英語での手続きが可能に
なった場合、士業との包括的な
委託契約が不要になることで、さ
らに費用が軽減できる可能性も
ある。

◼ こうした結果、「国際金融都市」
としてのビジネス環境が整備され、
海外企業（資産運用会社、
GX企業等）の札幌市への参
入促進、市内・周辺の金融、
GXをはじめとした産業の活性化
に寄与することが考えられる。

◼ 法人設立を行う際には、健康保険法施行規則第19
条及び、厚生年金保険法施行規則第13条に基づく
健康保険及び厚生年金保険の適用届出等を行う必
要があるが、同規則で定められている様式は日本語の
みであり、実態としても日本語での記載・申請が求めら
れている。

◼ 日本語での記入については、記入ガイドやAIツール・翻
訳機能等の利用も考えられるが、日本語ができない手
続き者等が自ら真正性を確認することができず、結局
は士業の利用が必要となるのが実情

◼ その際、自らが確認を行うことができない外国語の記載
の真正性を担保するため、一定の信頼性を有する士業
を選定することが必要であり、相当の手間や費用が発
生する。

◼ 多数の手続きが存在するため、その都度、書式の確認
や事業者への委託等を迫られる手間も存在し、スター
トアップ等の事業者を含め、本邦への進出に相当の障
害となっている旨が指摘されている。

必要な規制改革等

【根拠法令等】
健康保険法施行規則第19条、第24条
健康保険被扶養者（異動）届・国民年金3号被 
保険者資格取得届
厚生年金保険法施行規則第13条、第15条

【規制・制度改革の内容】
◼ 新規適用事務所の届出（健康保険法施行規則
第19条,厚生年金保険法施行規則第13条）、
被保険者の資格取得の届出（健康保険法施行
規則第24条,厚生年金保険法施行規則第15
条）、ローマ字氏名届（厚生年金保険法施行
規則第15条）及び健康保険被扶養者（異
動）届・国民年金3号被保険者資格取得届
（健康保険法施行規則38条、国民年金法施
行規則1条の4第2項）の英語様式を作成
⇒雇用保険法施行規則の改正が必要

◼ 実体的な運営上も、英語で作成した書類の提出
を認める
⇒事務システムの改修、窓口運営の変更といった
分野での対応が必要

㉑-１ 英語での行政手続き（健康保険・厚生年金保険） 実施場所・地域

参
考

札幌市内の年金事務所

札幌市外国人市民アンケート調査様式への記載が必要な事項

【例】健康保険・厚生年金保険新規適用届
・郵便番号 ・厚生年金基金番号
・事業所所在地 ・給与計算の締切日等
・事業所名称 ・従業員情報 など
・電話番号 ・健康保険組合名称
・事業主氏名
・問合せ先担当者名及び内線番号
・業態区分
・法人番号等
・社会保険労務士名
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実現される姿現状と課題

◼ 海外企業・外国人が法人設立をする
際の行政手続において、日本語での
書類の記載・申請が不要となり、開業
に掛かる時間や費用の負担が軽減さ
れる。

◼ また、雇用保険に係る手続き個別に
限らず、広く英語での手続きが可能に
なった場合、士業との包括的な委託
契約が不要になることで、さらに費用が
軽減できる可能性もある。

◼ こうした結果、「国際金融都市」として
のビジネス環境が整備され、海外企業
（資産運用会社、GX企業等）の札
幌市への参入促進、市内・周辺の金
融、GXをはじめとした産業の活性化に
寄与することが考えられる。

◼ 海外企業・外国人が法人設立をする際の行政手続
として、雇用保険法施行規則第６条等に基づく被保
険者となったことの届出等を行う必要があるが、同規
則で定められている様式は日本語のみであり、実態と
して日本語での記載・申請が求められている。

◼ 日本語での記入については、記入ガイドやAIツール・
翻訳機能等の利用も考えられるが、日本語ができな
い手続き者等が自ら真正性を確認することができず、
結局は士業の利用が必要となるのが実情

◼ その際、自らが確認を行うことができない外国語の記
載の真正性を担保するため、一定の信頼性を有する
士業を選定することが必要であり、相当の手間や費
用が発生する。

◼ 多数の手続きが存在するため、その都度、書式の確
認や事業者への委託等を迫られる手間も存在し、ス
タートアップ等の事業者を含め、本邦への進出に相当
の障害となっている旨が指摘されている。

必要な規制改革等

【根拠法令等】
雇用保険法施行規則第6条、第141条

【規制・制度改革の内容】
◼ 被保険者となったことの届出様式（雇
用保険被保険者資格取得届）及び
事業所の設置等の届出様式（雇用保
険適用事業所設置届出）の英語様
式を作成
⇒雇用保険法施行規則の改正が必要

◼ 実体的な運営上も、英語で作成した書
類の提出を認める
⇒事務システムの改修、窓口運営の変
更といった 分野での対応が必要

㉑-２ 英語での行政手続き（雇用保険） 実施場所・地域

参
考

札幌市内の
公共職業安定所

札幌市外国人市民アンケート調査様式への記載が必要な事項

【例】雇用保険被保険者資格所得届
・法人番号
・事業所名
・郵便番号
・事業所の所在地
・事業所の電話番号
・設置年月日
・労働保険番号
・事業主（住所、名称、氏名）
・事業の概要 など
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実現される姿現状と課題 必要な規制改革等

【根拠法令等】
労働保険の保険料の徴収等に関する法律第４条
の２等

【規制・制度改革の内容】
■労働保険・労働基準関連の届出様式（※）の
英語様式を作成
⇒関連規則の改正が必要
※ 労働保険関係成立届(労働徴収法施行規則4
条)、労働保険概算保険料申告書（労働徴収法
施行規則24条）、適用事業報告（労働基準法
施行規則57条1項柱書、同項1号）、就業規則
届（労働基準法89条1項、同法施行規則49条
1項）、時間外労働･休日労働に関する協定書
（労働基準法施行規則16条1項）

■実体的な運営上も、英語で作成した書類の提
出を認める
⇒事務システムの改修、窓口運営の変更といった
分野での対応が必要

㉑-３ 英語での行政手続き（労働保険） 実施場所・地域

参
考

札幌市内の
労働基準監督署

札幌市外国人市民アンケート調査様式への記載が必要な事項

【例】保険関係成立届
・労働保険番号 ・雇用保険被保険者数 など
・郵便番号
・住所
・会社名
・氏名
・事業の概要
・事業の種類
・加入済の労働保険
・保険成立年月日
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◼ 海外企業・外国人が法人設立をする際の行政手
続として、労働保険の保険料の徴収等に関する法
律第４条の２等に基づく労働保険・労働基準関
連の届出等を行う必要があるが、同規則で定めら
れている様式は日本語のみであり、実態として日本
語での記載・申請が求められている。

◼ 日本語での記入については、記入ガイドやAIツー
ル・翻訳機能等の利用も考えられるが、日本語がで
きない手続き者等が自ら真正性を確認することがで
きず、結局は士業の利用が必要となるのが実情

◼ その際、自らが確認を行うことができない外国語の
記載の真正性を担保するため、一定の信頼性を有
する士業を選定することが必要であり、相当の手間
や費用が発生する。

◼ 多数の手続きが存在するため、その都度、書式の
確認や事業者への委託等を迫られる手間も存在し、
スタートアップ等の事業者を含め、本邦への進出に
相当の障害となっている旨が指摘されている。

◼ 海外企業・外国人が法人設立を
する際の行政手続において、日本
語での書類の記載・申請が不要と
なり、開業に掛かる時間や費用の
負担が軽減される。

◼ また、雇用保険に係る手続き個別
に限らず、広く英語での手続きが
可能になった場合、士業との包括
的な委託契約が不要になることで、
さらに費用が軽減できる可能性も
ある。

◼ こうした結果、「国際金融都市」と
してのビジネス環境が整備され、海
外企業（資産運用会社、GX企
業等）の札幌市への参入促進、
市内・周辺の金融、GXをはじめと
した産業の活性化に寄与すること
が考えられる。
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北海道・札幌市㉒拠点サポートオフィスの札幌開設

実現される地域の姿現状と課題

◼ 金融庁・財務局が合同で東京兜町に
設置する「拠点開設サポートオフィス」を
札幌に開設し、新規に日本に参入する
海外資産運用会社等について、ワンス
トップで、登録の事前相談、登録手続
及び登録後の監督を切れ目なく英語に
て対応できる体制を構築することで、北
海道のGXのポテンシャルに関心を持つ
海外への投資意向のある海外資産運
用会社等の誘致の加速化を図る。

◼ 海外企業・外国人が法人を設立する際
に必要となる各種手続きは、所在地が
異なる窓口での手続きが必要であり、日
本語で申請書類の記載・申請等が求め
られることから、負担となっている。

必要な規制・制度改革

【根拠法令等】
ー
【規制・制度改革の内容】
拠点サポートオフィスを札幌に開設する。

金融行政の英語化及びワンストップ化

実施場所・地域

新規に日本に参入する
海外の資産運用会社等

拠点開設サポートオフィス

英語対応 ワンストップ
参
考

新規参入に係る相談受付
登録審査／登録申請書の受付

登録後の監督業務
海外事業者への広報・プロモーション活動

サービス内容

「拠点開設サポートオフィス」では、以下の業務をワンストップで行う。

◼ 登録の事前相談
資産運用会社を含む全ての外国金融事業者からの、金融商品取引業
の登録に向けた事前の法解釈やビジネスモデルに係る相談又は「投資運
用業等登録手続ガイドブック」に関する照会等を、日本語・英語にて受け
付ける。

◼ 登録手続
新規に日本に参入する海外の資産運用会社等について、条件に該当
する場合には登録手続も英語にて対応する。

◼ 登録後の監督
登録手続を英語で行った海外の資産運用会社等に対する監督や当該
資産運用会社等に対する検査は、「拠点開設サポートオフィス」が英語に
て対応する。
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参考資料
ＧＸ８つのプロジェクトについて

1.洋上風力発電、2.次世代半導体、3.データセンター、4.水素、
5.SAF、6.蓄電池、7.海底直流送電、8.電気運搬船
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日本における洋上風力案件形成目標は、4,500万KW（2040年）。このうち、北海道は1,465万KWと、全国の
１／３を占めている。

洋上風力産業ビジョン（第１次）（令和２年12月 洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会）

1. 洋上風力発電 ８つのプロジェクト

●着床式では、道内5区域が「有望な区域」
➊ 石狩市沖

❷ 岩宇･南後志地区沖

❸ 島牧沖

●浮体式でも、道内２区域が「準備区域」
  岩宇・南後志地区沖（浮体式）

  島牧沖（浮体式）

１

再エネ海域利用法による区域整理状況

➍ 檜山沖

➎ 松前沖

２

２

１
❸

❷

➊

➍

➎
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2. 次世代半導体

道内の半導体関連産業の集積状況

北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン

北海道では、ラピダス社の立地を契機として、半導体の製造、研究、人材
育成等が一体となった複合拠点を実現するとともに、食や観光、再生可能エ
ネルギーなど本道の強みである産業振興と合わせて、本道経済全体の成長に
結びつけていくため、オール北海道で目指すべき指針となる「北海道半導体
・デジタル関連産業振興ビジョン」を年度内に策定予定。

立地件数：52件(2023年12月現在)

８つのプロジェクト

49

次世代半導体は、様々な分野でイノベーションをもたらし、デジタル化、経済安全保障の鍵となる中核技術であることに加え、従来

品に比べ消費電力が少なく、我が国のカーボンニュートラルの実現にも貢献。次世代半導体の量産を目指すラピダス社は、

R5年２月に次世代半導体製造拠点の立地を千歳市に決定。総額５兆円規模の投資が見込まれる。

・ラピダス社は、本道の豊富な
再エネや良質で潤沢な水資源、
自然に囲まれた広大な産業用地
といった立地優位性や「ゼロカ
ーボン北海道」などの道の政策
を評価。

ラピダス社の次世代半導体製造拠点の立地

P
(最新データに置換予定）
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3. データセンター ①

道内には44カ所のデータセンターが立地（道調べ。2023年12月末現在）。最近では、再エネを活用するデータセンターや生成AI開

発など高度処理計算用のデータセンターが立地。2023年5月、国は、「デジタルインフラ（DC等）整備に関する有識者会合の中間とり

まとめ2.0」において、 北海道を東京圏・大阪圏を補完・代替するデジタルインフラの中核拠点に位置付け

帯広市

函館市

旭川市

岩見沢市石狩市

札幌市

苫小牧市

美唄市
北見市

さくらインターネット（石狩市）

石狩再エネデータセンター第１号
（石狩市）

2023年6月、経産省補助金を活用
し、生成ＡＩ開発用のクラウド基盤
の整備を発表

アルゴグラフィックス（北見市）

ソフトバンク・IDCフロンティア
（苫小牧市）

冷涼な外気を活用した、高度処理計
算用のデータセンター

ホワイトデータセンター（美唄市）

雪氷冷熱を活用したデータセンター。
データセンター排熱を養殖等に利用

2022年6月、総務省補助金に採択。
再エネ100％のデータセンター

再エネ100％利用の300MWを超え
る日本最大級のＡＩデータセンター

８つのプロジェクト
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3. データセンター ②

● アジアでのデジタル・通信ハブを目指し、国際通信ケーブルの陸揚げの誘致に向け取組を実施
● ファーノースファイバー社（出資：アルテリア・ネットワークス（日）、シニア社（ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ）、ファーノースデジタル社
（米））において、北極海ケーブル事業を検討

● 本計画は欧州連合の支援を受けている。我が国においても国際海底ケーブルの多ルート化によるデジタルインフラ強
 靱化に向け、デジタルインフラ整備基金を拡充（2023年度補正100億円）

現在、ファーノースファイバー社（出資：アルテリア・ネットワークス（日）、シニア社（ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ）、ファーノースデジタル社（米））で検討中の「北極海
ケーブル事業」の計画が欧州連合の支援を受けているところ。一方、我が国においても、国際海底ケーブルの多ルート化によるデジタル

インフラ強靱化に向け、デジタルインフラ整備基金が拡充（2023年度補正100億円）。道では、アジアでのデジタル・通信ハブを目指し、国
際通信ケーブルの陸揚げの誘致に向け取組を実施。

出典：アルテリア・ネットワークスHP

道内における国際
通信ケーブルの陸
揚げ誘致

８つのプロジェクト
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4. 水素

室蘭地域（環境省事業）(2022年～)

円筒側MHタンクを活用した多様な需要家への水
素サプライチェーンの実証

石狩地域（NEDO事業）(2021～2022年)

洋上風力の余剰電力を活用した水素の構築調査

三笠地域（NEDO事業）(2021～2022年)

石炭地下ガス化によるCO2フリー水素の構築調査

千歳【NEDO事業】 (2022年)
千歳空港を中心とした水素需要の可能性調査

苫小牧【NEDO事業】 (2022～2023年)

大規模グリーン水素サプライチェーン構築調査

苫小牧【経産省事業⇒商用化】 (2022年～)

系統用蓄電池としての水素製造装置の導入・利活用

石狩厚田地区【商用化】 (2022年～)

マイクログリッドの太陽光・水素利活用

札幌（脱炭素先行地域）(2022年～)

札幌水素街区の構築

五洋建設室蘭工場【商用化】 (2022年～)

太陽光・水電解・燃料電池システム

豊富地域（NEDO事業）(2023年～)

未利用天然ガスのDMR法を活用した水素製造実証

苫小牧【環境省事業】 (2023年～)
系統電力によらない大規模水素サプライチェーン構築実証

鹿追【商用化】 (2022年～)

家畜ふん尿由来の水素ステーション開業

苫前地域(NEDO事業)(2015～2018年)

風力発電の余剰電力を利用した水素実証

函館地域 (2023年～)

海洋エネルギーを活用した水素調査

（出所：石狩市）

（出所：札幌市）

（北海道電力）
（五洋建設室蘭工場）

（出所：しかおい水素ファーム）
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○道内では、豊富な再エネなどのポテンシャルを生かし、水素に関する調査・実証事業が数多く進められており、商用化・実用化
のフェーズに移行した事例も出現
○水素に関しては、官民合わせて15年間で15兆円（全国）のサプライチェーン投資計画が検討。国が進める全国で8ヶ所の水
素･アンモニア供給拠点の整備、および15年間で3兆円規模の価格差に着目した支援策について、道内でも選定されるよう推進
○水素製造装置（固体高分子電解質膜など）の工場の誘致を目指す

８つのプロジェクト
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5. SAF（Sustainable Aviation Fuel) ① ８つのプロジェクト

国は、「持続可能な航空燃料(SAF)の導入促進」を令和6年度事業として予定しており、道としては、当事業を活用した地産地
消によるSAFサプライチェーン構築に向けた実証事業を検討。将来的にはCO2と水素から合成されるSAFの利用拡

大が見込まれ、苫小牧地域でのCCUSなどでもSAFが生産されることが期待

苫小牧でのCCUSのイメージ国交省 SAF導入支援促進事業

（北海道庁にて作成）
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【北海道における実証事業の考え方（案）】

⃝ 新千歳空港において実証事業を行うことで、将来的な地産地消によるＳＡＦ導
入に向けたサプライチェーン関係者の知見及び機運の醸成を図る。

⃝ 実証事業への応募に向けては、①地方版SAF官民協議会（仮称・事務局：北
海道）の設立し、将来的な地産地消によるサプライチェーンの構築に向け、②事
業コンソーシアムを組成し、SAF調達からブレンド・供給・利用までの一連の実証を
行う。

ＳＡＦ
（ニートＳＡＦ）

ローリー 航空機への
給油・利用

混
合

【ＳＡＦ供給】 【燃料供給】【ＳＡＦブレンド・空港までの配送】 【ＳＡＦ利用】

火力発電

製油所等

CO2分離回収

CO2
（パイプライン）

再エネ
電力

水電解
装置

合成燃料
製造

CCS貯留

SAF
e-メタン

合成燃料 等

CCS事業
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（出典：経済産業省HP 日本のCCS事業への本格始動）
（出典：2023年7月19日JAPEX(株)、出光興産(株)、北海道電力(株)

令和5年度「先進的CCS事業の実施に係る調査」公募において
苫小牧エリアにおけるCCS実現可能性調査を受託）

令和5年度 「先進的CCS事業の実施に係る調査」

国は、2030年までにCCS事業を開始し、合計で年間600～1,200万トンのCO2を貯留することを目標に、模範となる先進性のあ

るプロジェクトを支援していく方針を示した。2023年７月に全国で７案件が選定され、道内では、JAPEX、北海道電力、出光

興産が検討を進める苫小牧地域が選定された

８つのプロジェクト5. SAF（Sustainable Aviation Fuel) ②
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道内の再生可能エネルギーを最大限活用するためには、電力を安定化する蓄電池は必要不可欠な技術。2023年5月時

点、北海道電力ネットワークには320万kWの蓄電池接続申込みがあり、今後も増加する見込み。また、蓄電池はマイクログリッド形

成でも必須要素であり、地域のレジリエンス強化に貢献。また、蓄電池生産工場の誘致を目指す。

８つのプロジェクト6. 蓄電池

（出所：北海道北部風力送電）

豊富町
（2023年６月、72万kWh）

風力発電の出力調整用、世界
最大規模の系統蓄電池

網走市
（2023年６月、1200kWh）

太陽光と自営線によるマイク
ログリッドの形成

松前町
（2019年4月、13万kWh）

風力発電の出力調整用

風力と自営線によるマイクロ
グリッドの形成

石狩市
（2023年12月、18万kWh）

洋上風力発電の出力調整用の
系統蓄電池

安平町
（2022年４月、5.1万kWh）

送配電会社が所有する系統蓄
電池

（出所：北海道電力ネットワーク）

（出所：GPI）

千歳市
（2023年９月、2.3万kWh）

使用済みEVバッテリーを活用し
た系統蓄電池

（出所：住友商事）
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北海道からの海底直流送電は、2030年度を目指して整備（日本海側ルート）。また、2050年を見据え、日本海

ルートと太平洋ルートを増強。
ＧＸ実現に向けた基本方針（令和５年２月 ＧＸ実行会議）

広域系統長期方針（マスタープラン。令和５年３月 電力広域的運営推進機関）

大消費地

日本海ルート
（400万kW）
※2030年度を目指して

先行整備（200万kw）

(200万kW）

北海道～東北～東京
ルート新設

約2.5兆～3.4兆円

北海道地内増強
約1.1兆円

太平洋ルート

８つのプロジェクト7. 海底直流送電

北本連系
90万kW

⇒120万kW
(2028年3月)

広域系統長期方針（マスタープラン）

●北海道～本州間の海底直流送電等に
ついて、国において基本要件など具体
的な整備計画を検討中

●必要投資額
・北海道地域内増強

約1.1兆円
・北海道～東北～東京（新設）

約2.5～3.4兆円

(400万kW）
56

56



株式会社パワーエックスが、約24万kWhの蓄電容量を持った世界初の電気運搬船を建造中。2023年７月に室蘭市と

連携協定を締結し、2026年から、室蘭港を母港として各地で実証事業を検討。同年12月に苫小牧港管理組合と連携協定を締
結し、電気運搬船と蓄電池の利活用による港湾脱炭素化と地域振興に向けた取組を検討。①電力系統の補完、②洋上風力発電
からの送電 などの役割が期待される。

８つのプロジェクト8. 電気運搬船

【電気運搬船の概要】 【電力系統の補完イメージ】

【洋上風力発電所からの送電イメージ】

【海洋基本計画に基づく検討】

令和5年4月28日閣議決定された「海洋基本法」第2部5（2）において、
「電気運搬船」とその普及支援の検討が明記された。

出典：株式会社パワーエックス

出典：株式会社パワーエックス

出典：株式会社パワーエックス

5757




